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平成２８年第３回邑南町議会定例会（第１日目）会議録 

【平成２８年３月４日（金）】 

―― 午前 ９ 時３０分 開会 ―― 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

開会宣告 

●議長（辰田直久） おはようございます。定足数に達しておりますので、ただ今から、平 

成２８年第３回邑南町議会、定例会を開会いたします。議長の諸般の報告につきまして 

は、お手元に配布をしたとおりですので、ご覧いただきたいと思います。これより、本 

日の会議を開きます。本日の議事日程は、あらかじめお手元に配布したとおりでござい 

ます。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

●議長（辰田直久） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。１３番、石橋議員、

１４番、山中議員、お願いをいたします。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第２ 会期の決定 

●議長（辰田直久） 日程第２、会期の決定を議題といたします。お諮りをいたします。本

定例会の会期は、本日、３月４日から３月１７日までの１４日間といたしたいと思いま

す。これにご異議はございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 異議なしと認めます。したがって、会期は、本日３月４日から３月１

７日までの１４日間とすることに決定をいたしました。 

                       ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第３ 町長施政方針 

●議長（辰田直久） 日程第３、町長施政方針。これより、町長施政方針を行っていただき

ます。 

●石橋町長（石橋良治） はい、議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 平成２８年、第３回邑南町議会定例会の開会にあたり、提案いた

します平成２７年度補正予算案及び平成２８年度予算案、条例案、その他の諸議案の説

明に先立ちまして、当面の町政運営に望む私の基本的な考え方と主要な施策について申

し上げ、町民の皆様をはじめ議会の皆様方のご理解とご協力をお願い申し上げたいと存

じます。国は、今後の経済財政運営に当たっては、アベノミクスの第二ステージとして、

希望を生み出す強い経済、夢をつむぐ子育て支援、安心につながる社会保障の、新たな

三本の矢を推進し、地方創生、国土強靱化、女性の活躍などの取組とあいまって、成長



と分配の好循環を強固なものにするとしています。また、一億総活躍社会の実現に向け、

投資促進・生産性革命の実現や、賃金・最低賃金引上げを通じた消費の喚起等を推進し、

名目ＧＤＰ６００兆円経済実現に向けた動きを加速することとしています。財政健全化

については、経済・財政再生計画に沿って、平成３２年度の財政健全化目標を堅持し、

計画期間の、当初３年間、平成２８～３０年度を集中改革期間と位置づけ、デフレ脱却

・経済再生、歳出改革、歳入改革、の３本柱の改革を一体として推進するとしています。

平成２８年度の国の地方財政計画によりますと、地方の一般財源総額は、地方税収の増

額等で平成２７年度の水準を上回るとされていますが、地方交付税は微減となっており

ます。本町では、大幅な税収の増額が期待できない上に、合併算定替えに伴う交付税の

縮減措置や人口減少などもあり、一般財源の確保が大変厳しい状況となっております。

このような状況を踏まえ、本町の平成２８年度の予算編成にあたりましては、みらいが

見える地域が輝く邑南戦略キックオフ元年を予算編成のテーマといたしました。選択と

集中による邑南戦略の財源確保と、着実な執行を重点項目の基本に掲げ、地区別戦略の

推進、日本一の子育て村の推進、Ａ級グルメから売れる産品づくり、小中高一貫でグロ

ーカル人材の育成、健康づくり体力づくりの推進を掲げました。大変厳しい財政状況で

はありますが、町民の皆さま方のご要望にできる限りお応えできるよう配慮するととも

に、新たに策定した邑南町第２次総合振興計画に掲げたまちづくりのテーマである「心

かよわせ、ともに創る、邑南の郷」に向かい、総合戦略の３つの基本目標と５つの具体

的施策分野に重点化を図り、併せて町民の皆さまのご協力をいただきながらまちづくり

を進めてまいります。地方創生関係の事業を実施するにあたりましては、国の交付金を

有効活用するとともに、過疎地域自立促進特別事業債いわゆる過疎ソフトの活用に加え

て、邑南町まち・ひと・しごと創生基金を創設して財源を確保することとしております。

また、邑南町地区別戦略実現事業及び邑南町地区別戦略資金貸付基金を創設して、地区

別戦略の実現を支援していくこととしております。なお、推進するための組織とし、新

たに定住促進課内にまち・ひと・しごと創生戦略推進室を設けます。次に具体的な内容

でございますが、はじめに、危機管理関係について申し上げます。平成２５年の８．２

４豪雨災害から２年半が経過いたしました。災害復旧を進める一方で、災害対応の見直

しを行ってきました。特に避難予報、地域緊急避難場所の新設は先駆的であり、命を守

る行動を後押しする対策のよい事例として評価を受けているようでございます。また、

これまで対応することができていませんでした、備蓄品につきましても年次的にではあ

りますが、取り組みを進めております。こうした災害の教訓を忘れることなく、またよ

い契機として改善していくことが望まれています。邑南町におきましては一昨年、邑南

町民防災の日、と防災週間を制定することで、こうした経験と行動を後世に伝えようと

しています。町内ではまだまだ防災意識の高揚が図れていない部分が見られます。新年

度におきましても、引き続き、自主防災組織啓発事業や防災士養成事業など、地域への



支援事業を予定し、当初予算に計上させていただいておりますので、よろしくお願いを

いたします。次に、ふるさと寄附について申し上げます。昨年９月から本格的に開始し

ましたふるさと寄附につきましては、３月１日現在で２千４９４万６千１円のご寄附を

いただき、本町の今後の施策にとりましても、出品された事業者の方々にとりましても、

たいへん効果は大きく、新年度におきましても工夫を凝らし、事業効果の増大を行って

いきたいと考えております。しかしながら、現在までの担当者の事務量を考えますと、

既定の業務に加えるものでございますので、大きく増加しておりまして、事務の改善が

必要な状況にございます。こうした点を踏まえまして、事務の大半につきまして業者に

委託したいと考え、当初予算にその費用を計上し、本定例会に提案しておりますのでよ

ろしくお願いをしたいと思います。また、当初予算におきましては、ふるさと寄附を財

源として積み立てております、ふるさと基金からの繰入金を１千３００万円計上してお

ります。寄付された方のご意向に沿うよう、子育て環境の充実を図るための事業などに

活用させていただくこととしております。次に、公共施設総合管理計画について申し上

げます。平成２７年度に固定資産台帳を整備し、本年度は公共施設総合管理計画を作成

する年となりました。この計画につきましては、制度的に求められているものではあり

ますが、この台帳と計画は今後の新地方公会計制度への移行に際し必要なものでもあり

ますし、行財政を運営していく上で極めて重要なものでもございますので、各課や委託

している業者とも慎重に調整を図り作成してまいりたいと考えております。次に、町営

バス口羽・矢上線の運行開始について申し上げます。平成２８年４月から運行を開始す

る口羽・矢上線は、合併以来、長年の懸案でありました羽須美地域と石見地域を結ぶ直

行便で、これまで毎週水曜日に限り、邑智病院への通院などに対応するため行っていた

運行を、矢上高校への通学支援も含め、毎日運行するもので、住民の方々の利便性が向

上するものと期待しております。運行する車両を収納する車庫は、既に羽須美支所の隣

地に完成し、引渡しを受けており、バス車両も１月２２日に納車されました。また、こ

の路線を運行する業者についても、１月２２日の指名競争入札により、西日本トータル

サービス株式会社に決定しております。現在、４月１日からの運行開始に向けて、最終

的な準備、調整を行っているところであります。また、４月１日当日は、運行の開始前

に運行開始式を予定しております。次に、矢上高校の教育振興について申し上げます。

平成２８年度の矢上高校入学志願者数は、推薦選抜を含め定員９０人に対し１０１人と

なり定員を上回る結果となりました。平成２６年度より町から矢上高校教育振興会への

補助金を財源に運行しております浜田市金城方面の通学支援便や、県外生向けの PR が一

定の成果をあげたものと思っております。一方で、邑南町内の中学生の入学率は６割程

度と、低い状況が続いております。これは、矢上高校で行っている行事や、勉強面や部

活動など、中学生が高校を選ぶ基準となる点において矢上高校の魅力が十分に伝わって

いないことが原因であると考えます。今後、教育委員会とも連携して地元小中学生との



交流活動を活発に行うことにより矢上高校の魅力をたくさん知ってもらい、地元の子供

達の入学率向上を目指していきます。なお、平成２８年１月１日より、矢上高校魅力化

コーディネーターとして就任いただきました、小林圭介さんですが、平成２８年４月１

日より、矢上高校魅力化コーディネーター並びに邑南町教育連携特命官として、邑南町

内の小学校から高校までの教育連携に尽力していただくことにしております。前職の教

育コーディネーターとして培われた、民間の経験を十分に生かしていただけるものと考

えております。また、ご存じのとおり矢上高校は邑南町で唯一の高校であり、地域に根

差した学校です。小中学生との連携に加え、地域の方々との連携も更に強化し、矢上高

校と地域全体がお互い支えあう体制づくりを目指します。次に、邑南町起業創業支援ビ

ジョンについて申し上げます。本町では、平成２３年度に策定した、農林商工等連携ビ

ジョンに基づき、基幹産業である農林業を中心に食の側面から、高付加価値化と産業化

を推進することで、関連産業の振興、町の知名度の向上、定住人口増加の面において一

定の成果を得てきました。本町では、このビジョンが平成２７年度で最終年を迎えるた

め、新ビジョン策定に向けて現在協議を進めているところでございます。新ビジョンで

は現ビジョンや邑南町版総合戦略の方向性を踏まえ、持続可能な町の実現を仕事づくり

の側面から支援することを重点として、邑南町起業創業支援ビジョンとする予定です。

基本方針としては、食と農の連携による経済循環の確立、二番目に、地域課題の解決を

担う社会起業家の輩出、三番目に、起業家の成長・発展を支える環境づくり、の３つを

掲げております。具体的な数値目標は、５年間で、起業数が１０社、雇用創出数を３０

人としています。また、推進組織として昨年５月に役場商工観光課内に、起業支援セン

ターを設置しました。来年度、商工会及び金融機関等関係機関と更に連携が円滑に進む

よう、組織の再編及び事務所の移転を検討し、旧山陰合同銀行矢上支店の建物を候補と

して調査を進める予定にしております。次に、中小企業者及び新規の起業者の支援につ

いて申し上げます。町としては、従来から地域商業の活性化に向けて、中小企業者に対

する支援を行ってまいりましたが、引き続き、邑南町農林商工チャレンジ支援事業を活

用して、積極的な事業展開を計画されている中小企業者等に対し、事業者の競争力強化

と産業振興・雇用機会の拡大を図っていきたいと考えております。また、新たに策定す

る、邑南町起業創業支援ビジョンをもとに、新規に起業を考えておられる方の支援を行

うために、町内外の教育機関や商工団体とも連携して支援体制を整え、地域活性化につ

ながる、仕事作りをサポートしてまいりたいと考えております。次に、邑南町東京ＰＲ

センターの開設について申し上げます。東京都千代田区秋葉原にある、株式会社瑞穂商

事東京支店の一角を借り、邑南町東京ＰＲセンターを開設する予定です。事業の内容に

つきましては、本町在住経験のある同社の職員を中心に、起業を目的とした定住・移住

者の誘致及び企業誘致、大学との連携、外国人観光客誘致等の推進を委託する予定とし

ております。従来の邑南町サテライトオフィス東京につきましては、これまでも千代田



区が所有するビル内の一室を、全国９自治体で共同賃貸しながら、本町の情報受発信に

おいて重要な役割を果たし、知名度向上に努めてまいりましたが、引き続き安価な賃貸

料で契約できることから、自治体間連携を中心とした事業を進めてまいりたいと考えて

います。次に、農林業の振興について申し上げます。国は、昨年１０月５日、２年半に

わたるＴＰＰ交渉は大筋合意に達し、今年２月４日にはニュージーランドのオークラン

ドでＴＰＰ協定に署名されました。安倍首相は第１９０回国会の施政方針演説の中で、

日本の農業をながらく支えてきた重要品目については、関税撤廃の例外を確保した。国

益にかなう最善の結果を得ることができた。生産者のみなさんが安心して再生産に取り

組むことができるよう、農業の体質強化と経営安定化のための万全の対策を講じると述

べております。しかしながら、徐々に明らかになる合意内容を見る限り、決して楽観視

できるものではないという思いを強くしております。また、主食用水稲生産の中心的施

策である経営所得安定対策の、米の直接支払交付金が平成２９年産米をもって終了し、

平成３０年産米からは生産数量目標の配分も止めて、生産者が需給見通しに応じた生産

をする方式に代えていくという方針を示しております。このように農林業は今、大きな

転換点に立たされております。今後進むべき方向を見誤ることのないよう、しっかりし

た情報の収集と十分な論議を重ねてまいりたいと考えております。次に、保健事業につ

いて申し上げます。平成２８年度当初予算の重点項目であります、健康づくり体力づく

りの推進のために、平成２８年度も特定健診やがん検診などを実施し、病気の早期発見

をするとともに、健康づくり教室や各種予防接種を実施し、病気の予防や重篤化を防ぐ

取組みを行い、町民の健康づくりを推進してまいります。また、運動を切り口とした健

康づくりについては、元気館利用者や地域運動教室参加者である、運動をしている方と、

何もしていない方では、入院医療費に差があることが調査により分かってきましたので、

運動することで介護予防費や医療費を抑制するために、引き続き各地域で体力づくりを

推進してまいります。次に、日本一の子育て村推進のために、特定不妊治療費の助成拡

大や、邑南町医療福祉従事者確保奨学基金の増額を行い、子育て環境の充実と若者定住

の施策を進めたいと考えております。次に福祉事業について申し上げます。まず、介護

保険の介護予防事業についてでございますが、介護保険法の改正に伴い、邑南町におき

ましては、平成２９年４月から総合事業に移行することとなっております。平成２８年

度は、移行に向けての準備を進めます。なお、要支援１及び２の方が利用されておりま

す、現行の訪問介護相当のサービス、及び現行の通所介護相当のサービスにつきまして

は、現行と同様に引き続き実施する方針でございます。次に、児童福祉の関係でござい

ますが、新年度におきまして、町内の社会福祉法人におかれまして、昨今、働く若いお

母さん方から要望の強い、ファミリーサポート事業を開始されることとなりました。町

としても、円滑なスタートがきれるよう日本一の子育て村の推進の一環として支援して

まいります。次に、人事評価制度について申し上げます。法律により本年度から人事評



価制度が始まります。本町ではこれまで職員の育成を柱とした人事評価を実施してまい

りましたが、この制度が人事・給与に波及することも目的となっておりますので、評価

内容の精査や評価者・被評価者の研修を重ね準備をすすめてまいりました。この４月か

ら実際の評価が始まる訳でございますが、職員の処遇にも影響いたしますので、慎重に

進めるとともに、職員の資質向上につながる研修も積極的に取り組み、結果的に組織と

しての力が向上していければと考えております。次に、給与条例等の改正について申し

上げます。一昨年の人勧により国は昨年４月からの総合的見直しによる新給与表への移

行を求めていましたが、本町を含む県内多くの市町村はこの一年間、示された内容が町

の現状に合わないという立場から移行を見送っていました。その後、本町では、７月１

６日付で邑南町行財政改善審議会の答申の中で、給与制度の見直しについて言及されて

おり、加え、昨年の人勧の内容からも、新給与表への移行が必要な状況となっているこ

とから、４月１日より新給与表に移行し給与の見直しを行うための条例改正案を本定例

会に提案しております。また、既に制度移行に必要となる条例改正を順次行ってきてお

ります新教育長制度につきまして、新たに常勤の特別職となりますので、必要となる条

例の改正案につきましても提案しておりますので、よろしくお願いをいたします。次に、

国民健康保険事業について申し上げます。国民健康保険事業につきましては、平成３０

年度からの都道府県化に向けて、島根県、市町村及び国保連合会で構成された広域化等

連携会議において、個別の案件について調整を行っているところでございます。そうし

た中で、邑南町国民健康保険では、医療費の増加による被保険者の急激な負担増を避け

るため、一般会計からの財政支援や基金の取り崩しを行い、国保税率の上げ幅を極力抑

えながら財政運営をしているところでございます。平成２７年度の医療費の動向をみま

すと、平成２６年度の高い医療費からは各診療月とも減少しておりますが、まだまだ医

療費の抑制は厳しい状況にあると思われます。このような状況を踏まえた平成２８年度

の当初予算案でございますが、歳出では医療費等の推計を行い必要となる経費を算出い

たしました。歳入では、療養給付費負担金等につきまして所要額を見積もり、その収支

不足を補います国保税を、現在の税率に当てはめ算出しましたところ、９百８０万円の

財源不足が見込まれました。この対応といたしまして、一般会計からの繰入金を４百万

円、基金の取り崩しを５百８０万円とし、国保税につきましては、税率改定は行わない

こととして予算を計上いたしました。このように、一般会計繰入金と基金の取り崩しに

よる補てんを必要とする状況に変わりはございませんので、引き続き運営には細心の注

意を払っていきたいと考えております。なお、保険税率の最終決定につきましては、７

月の本算定での決定となりますので、今後の医療費の動向を注視し、適切な対応を行い

たいと考えております。次に、後期高齢者医療保険料率の改定について申し上げます。

後期高齢者医療保険料率につきましては、２年に１度見直しをすることとなっており平

成２８年度が改定の年でございます。２月１６日に開催されました島根県後期高齢者医



療広域連合議会におきまして、平成２８、２９年度の保険料率が決定いたしました。ま

ず均等割でございますが、前年度と比較しますと、２千４００円増の４万５千８４０円

に、所得割につきましては０．７５％増の９．２８％にそれぞれ改定されました。この

改定による影響でございますが、一人当たりの保険料は２．４％増の５万４２３円が試

算されております。次に、上・下水道事業について申し上げます。まず、簡易水道事業

でございますが、基幹改良事業により矢上簡易水道の老朽管の布設替え工事を実施しま

す。また、簡易水道事業の平成２９年度からの上水道事業への移行に向けての準備は最

終年度となり、例規の整備や予定開始貸借対照表の作成、打ち切り決算、認可変更など

を進めてまいります。次に、下水道事業でございますが、浄化槽市町村整備推進事業に

より、１４基の合併処理浄化槽設置工事を予定しております。また、下水道につきまし

ては、今後の施設の適切な維持管理と経営基盤の強化を図るため、公共下水道、農業集

落排水、浄化槽を包括した下水道ビジョンの策定に取り組んでまいります。次に建設関

係の事業について申し上げます。国県道整備事業ですが、浜田作木線の雪田工区におい

ては、平成２７年秋に完成し、地元期成同盟会により盛大な完工式が行われました。高

見工区は昨年に引き続き、用地調査を進め、高見交差点付近の家屋移転を行う予定です。

吉原工区は工事に着手する予定です。また、仁摩邑南線荻原工区は用地買収に着手し、

田所国府線の市木工区、甲田作木線の日南川工区については、工事を継続実施される予

定で、三次江津線の日和工区は舗装工事を行い、完成となる見込みでございます。町道

改良事業につきましては、町道１３路線の道路改良事業並びに災害防除事業を進めてい

く予定としております。また、国のインフラ長寿命化基本計画に基づく、道路橋点検及

び橋梁修繕工事を実施する予定でございます。河川砂防事業につきましては、出羽川の

三日市工区及び伏谷工区におきまして、引き続き河川拡幅に伴う護岸工事が実施される

予定でございます。農業農村整備事業につきましては、県営中山間地域総合整備事業な

ど県営３事業により、圃場整備等の農地農業用施設整備と農道整備につきましては邑南

広域農道の修繕事業及び県営農道和田線改良事業を継続して実施される予定でございま

す。県営林道整備事業でございますが、県営林道開設事業の三坂小林線を継続して実施

される予定となっております。公営住宅の整備でございますが、住宅の給湯設備整備な

どの環境改善を目的としたストック改善事業につきましては、高原地区の段の原団地３

棟６戸、外壁改修事業につきましては口羽地区の坂谷（さかだに）団地２棟８戸をそれ

ぞれ実施する予定としております。住宅建築につきましては、中野地区の森実団地に１

棟２戸の整備を計画しております。住宅の耐震化促進につきましては、昨年度と同様に

木造住宅について耐震に関する診断、補強計画、並びに改修に対して助成する予定でご

ざいます。次に、教育委員会関係ですが、まず学校教育課関係について申し上げます。

今年度は、改正地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく、町長と教育委員に

よる総合教育会議を４回開催したところです。平成２８年度は、町長として全国組織の



教育再生首長会議に加盟するなど、情報把握の充実に努め、さらに総合教育会議の一層

の充実を図ってまいりたいと考えています。また、平成２８年１１月が、旧法の地方教

育行政の組織及び運営に関する法律に基づく、教育委員会制度の最後の年となります。

１１月までには、特別職としての新教育長の選任について議会に諮る必要もありますの

で、関連する予算案や条例案を今議会に提案するようにしています。続いて、安心安全

の教育環境づくりについてでありますが、市木線のスクールバスにつきましては、老朽

化に伴い更新を考えています。また、学校施設の改善につきましても、現況を勘案し計

画的に整備を進めているところですが、平成２８年度は、懸案事項でありました、瑞穂

中学校屋内運動場の屋根修繕や石見中学校の屋内運動場のバスケットゴール等の改修工

事を予定しています。また、教職員住宅に関しまして、５０年以上経過した住宅もある

中で、計画的に更新を図るため、口羽地区に２戸建設を考えています。次に、小中学校

への人的な支援のことですが、まず、学校司書につきましては、新年度も全校配置する

こととしました。また、様々な困難を抱える児童や生徒に対しての生活や学習の支援と

して配慮することとしましたが、これにつきましては、限られた予算を熟慮し、加えて

学校の実情も勘案し予算案としてまとめたところでございます。次に、まち・ひと・し

ごと創生総合戦略事業に関して、昨年度からの継続事業として、中学生に対して双方向

のテレビ会議による塾形式の学習支援を試験的に実施する予定です。次に、英語指導助

手ＡＬＴについてですが、ＡＬＴ２名の内、１名が７月に２年間の任務を終え帰国され

ます。後任については、島根県を通じて、財団法人自治体国際化協会に要請するよう準

備をしているところです。また、キャリア教育につきましては、平成２７年度に島根大

学と協同で農業の後継者等に関して、児童・生徒・保護者に対してアンケート行い、そ

の集計をされたところです。今後、これを分析するなどし自立挑戦をテーマに関するキ

ャリア教育の充実を図っていくと報告を得ています。また、各学校には、３か年計画で

実物投影機を整備し、授業の効率化や充実を図ってまいります。学校給食関係につきま

しては、食器洗浄機や給食配送車の更新を図ります。次に、生涯学習について申し上げ

ます。先ず、町内１２の公民館についてですが、それぞれの公民館を核とした持続可能

な地域づくりの推進拠点として、人づくりや地域課題解決型の公民館をめざしてあらゆ

る学習機会の提供に努めてまいります。また、２０２０年東京パラリンピックキャンプ

地誘致につきましては、第２回の実行委員会で交渉国をゴールボールの強豪国で、福祉

や教育の先進国であるフィンランドに決定されました。ゴールボールやフィンランドに

ついての学びや交流の場を設けると共に、障がいについての理解を深めユニバーサルな

町づくりに繋げてまいります。なお、推進する機構として、東京パラリンピック合宿誘

致推進室を生涯学習課内に設けます。次に、久喜・大林銀山遺跡につきましては、国の

史跡指定に向けた、久喜製錬所跡の調査報告書の作成や、同製錬所跡煙道の保存処理工

事を行い、旧山﨑家住宅につきましては、茅葺屋根葺き替えの調査・設計に取り掛かる



ことにしております。また、１０月には、日本オオサンショウウオの会・邑南全国大会

を開催し、研究発表や観察会を通して全国からの参加者とともに、自然環境の大切さを

再認識する機会にしてまいりたいと思います。その他、ＮＨＫラジオ上方演芸会公開録

音を４月８日に健康センター元気館で開催いたします。次に、平成２８年度当初予算に

ついて申し上げます。平成２８年度当初予算案につきましては、予算編成のテーマを、

みらいが見える地域が輝く邑南戦略キックオフ元年とし、選択と集中により、邑南戦略

の財源確保と着実な執行を目指しての予算編成としております。まず、一般会計当初予

算案は、合計１１４億３千３００万円で、前年度当初予算と比較しますと３億３千２０

０万円の減額、率にして２．８％の減額となっております。減額の主な要因でございま

すが、観光費で、いこいの村耐震補強等事業が完了したことなどにより、３億２２２万

８千円の減額、災害復旧費が農林水産施設災害と公共土木災害を合わせまして２億１千

６８５万８千円の減額、農業振興費で、機構集積協力金交付金及び中山間地域等直接支

払事業交付金などの縮小により１億３千１２７万９千円の減額などでございます。一方、

主な増額要因でございますが、社会福祉総務費が年金生活者等支援臨時福祉給付金給付

事業の新設などにより、１億７７４万６千円の増額、情報政策費で携帯電話等エリア整

備事業の実施などで９千９３０万７千円の増額、道路新設改良費が７千７０万円の増額

などでございます。続きまして、歳入の内容でございます。地方交付税関係でございま

すが、普通交付税は、前年度当初予算比で２億４千７２０万４千円の減額、率にして４．

２％減の５５億７千４８０万６千円としております。減額の主な要因としましては、２

７年度の決定額との比較でございますが、合併算定替に伴う減額が約１億２千５００万

円、国勢調査人口の反映分が約４千８００万円の減額、公債費に対する算定分が約８千

５００万円の減額と見込んでおります。普通交付税につきましては、国の地方財政計画

及び県の資料により算定しております。一部増額要素はあるものの、現時点では詳細な

資料がないため、大きく減額する見込みとして算定しております。したがいまして、財

源不足を調整するため、財政調整基金からの繰入金を１億４千３６２万６千円計上して

おります。特別交付税につきましては、前年度当初予算比１３．８％増の７億２千万円

を見込んでおります。また、臨時財政対策債は、前年度当初予算比１３．５％減の３億

２９３万７千円でございます。その他の歳入では、国及び県支出金が、災害復旧事業に

係る国庫負担金の減額などにより、前年度当初予算比５．８％減の１７億８千３３６万

３千円となっております。また、地方創生関係事業の財源として新設予定の、邑南町ま

ち・ひと・しごと創生基金からの繰入れを３千万円計上しております。町債につきまし

ては、前年度当初予算比２４．５％減の１０億５千８１３万７千円となっております。

この内、過疎ソフト事業債につきましては、地方創生関係事業等に充当するため、前年

度当初予算比３０.５％増の２億９千９３０万円を計上しております。過疎ソフト事業債

につきましては、今後５年間の事業実施を見据えて、将来一般財源で負担する部分を確



保しておく必要がありますが、その額を約４億５千万円と見込んでおります。この内２

億５千４６０万円につきましては、平成２７年の９月補正予算で減債基金に積み立てて

いるものを充てさせていただき、残りにつきましては、今後の決算剰余金等で財源の確

保を行いたいと考えております。よって、起債総額から、臨時財政対策債、過疎ソフト

事業債等、償還に係る財源が確保できるものを除きますと、４億５千５９０万円となり、

起債発行の目安としております５億円を下回る予算編成となっております。次に、歳出

でございますが、町民生活や町行政全般に配意したうえで、地区別戦略の推進、日本一

の子育て村の推進、Ａ級グルメから売れる産品と仕事づくりへ、小中高一貫でグローカ

ル人材の育成、健康づくり体力づくりの推進に重点を置いて予算計上をしております。

地区別戦略につきましては、邑南町地区別戦略実現事業を創設するとともに、邑南町地

区別戦略資金貸付基金を創設することとしております。これらを活用して地区別戦略の

実現を支援してまいります。また、その他の地方創生関連事業としましては、国の地方

創生推進交付金を活用して、矢上高校魅力化事業、活力のある農業づくり事業、起業支

援事業、インバウンド推進事業、中学生学習支援実証実験事業などを実施する計画でご

ざいます。普通建設事業としましては、町道改良事業が３億１千９１９万８千円、携帯

電話等エリア整備事業費が１億１６３万円、既設公営住宅ストック改善事業が、６千２

０４万円などとなっております。以下、特別会計は、国民健康保険事業特別会計が１５

億９千９００万円で１．３％の減、国民健康保険直営診療所事業特別会計が５千７００

万円で１０．９％の減、後期高齢者医療事業特別会計が３億６千９００万円で５．７％

の増、簡易水道事業特別会計が６億４千９００万円で５．７％の減、下水道事業特別会

計が８億４千４００万円で９．４％の減、電気通信事業特別会計が４億４千４００万円

で３．５％の減となっております。一般会計、特別会計を合わせた合計額は１５３億９

千５００万円で、対前年度比では３％の減となっております。国の地方財政計画により

ますと、地方の一般財源総額は平成２７年度比で１千３０７億円増額の６１兆６千７９

２億円となっています。しかし、これは地方税収の増額を見込んだ上での算定であり、

地方交付税だけを見ますと、５４６億円減額の１６兆７千３億円となっております。し

たがいまして、税収増があまり期待できない本町におきましては、一般財源の確保が厳

しいだけでなく、交付税も合併算定替えや人口減少を反映して減額が続くものと見込ま

れます。行財政改善の取組みにつきましては、昨年７月に行財政改善審議会から答申を

いただき、現在職員のプロジェクトチームで検討を行っておりますが、一層取り組みを

加速化し、健全な行財政運営の体制を構築してまいります。以上、当面の町政運営に望

む私の基本的な考え方と、主要な施策について申し上げましたが、今まで以上に町民と

の対話を大事にし、行政課題に的確に対処するべく、全精力を傾注してまいる所存でご

ざいます。何卒、議員各位と町民の皆様の、率直なご意見とご指導を賜りますようお願

い申し上げます。なお、本定例会に提案いたします議案は、人事案１件、条例案２６件、



補正予算案７件、当初予算案７件、その他の案件２０件、合わせて６１件としておりま

す。諸議案の詳細につきましては、後ほど担当課長から説明させることといたしており

ます。何卒、慎重にご審議の上、適切な議決を賜りますようお願い申し上げます。以上

でございます。 

●議長（辰田直久） 以上で町長施政方針は終了いたしました。 

                       ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第４ 教育方針 

●議長（辰田直久） 日程第４、教育方針。これより、教育方針を行っていただきます。 

●土居教育長（土居達也） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 土居教育長 

●土居教育長（土居達也） 平成２８年３月定例議会の開催にあたり、平成２８年度邑南町

教育行政の方針と主な施策について申し上げ、皆様方のご理解、ご協力を賜りたいと思

います。はじめに、教育委員会活動と大きな方向について述べます。法律の一部改正に

より、２７年度より首長の主催による総合教育会議が開催されることとなりました。本

年度は、公民館活動のあり方、家庭教育や特別支援教育に関わる事、新年度も含めた教

育行政の方向など４回開催され、関係する団体の皆様の参加も含めた意見交換を行い有

意義な会にすることができました。協議の内容については、総合教育会議だよりを発行

しその周知に努めてきました。今後も教育の中立性を確保しつつ首長部局との積極的な

連携も図りながら教育行政の推進に努めます。教育委員会では、世界へも羽ばたける力

の育成をスローガンとした教育のあり方に基づき、教育行政の推進を図っています。ふ

るさとで暮らすことを自ら選び、この町を支えよりよい町づくりに参画する担い手の育

成は、地域創生の実現のためにも欠くことのできないことと考えています。このような

人材の育成のためには、魅力ある地域づくりを進める大人の関わりが欠かせません。今

年度策定されました地方創生戦略プランも含め、魅力ある地域づくりを学習・交流とい

う側面を中心にして支援していきます。昨年１２月末、新しい時代や地方創生の実現に

向けた学校と地域の連携・協働の在り方について中央教育審議会の答申が提出されまし

た。地方創生の実現に向けて、これからの子どもたちには、地域への愛着や誇り、地域

課題解決力が求められるとしています。その具体的な取り組みとして、すでに邑南町が

進めています、地域学校の考え方に近い取り組みの推進が示されています。私たちは地

域学校をその先駆的モデルとして受け止め、今後一層の充実推進を支援していきます。

また、おおなんドリーム学びの集いで発表しています、子どもたちの地域課題の解決に

関わる取り組みにつきましては、２８年度から実施予定されています島根県の、みんな

のまちづくりプロジェクト事業の委託を視野に入れ、解決案を実践化するなどその一層

の充実を図っていきます。今年度、東京オリンピック・パラリンピックキャンプ誘致実

行委員会が設置され、競技種目をゴールボールとし、フィンランドチームを誘致交渉国



とすることが決定されました。学校・地域をあげた学習活動が計画的に進められるよう

努めていきます。次に学校教育行政の推進について述べます。本町の地方創生戦略プラ

ンには、学校の魅力に惹かれて移住するという、教育的な移住の推進を視野に入れ、魅

力ある学校づくりを進めていくことを記しています。学校の魅力には、様々なとらえ方

がありますが、学校がすべての子どもたちにとって、安心して生活し学び合える居場所

であることがその大前提です。そのために人権教育を全ての教育活動の基底に据え教育

活動が実践されるとともに、各校が策定しています、いじめ防止基本方針に基づき、そ

の取り組みが徹底されるよう支援を進めていきます。さらに、町内の小中学校がつなが

りながらいじめ防止の取り組みを進めていくよう、町内の６年生・中学２年生の集いを

今年も継続して開催します。また、様々な課題から支援を必要とする子どもたちには、

町の生活支援員や学習支援員、スクールソーシャルワーカーの配置、そして教育支援セ

ンター、関係機関との、いち早い連携などにより、安心して学べる環境づくりに努めま

す。魅力ある学校の柱は、質の高い学びの力の育成です。これからを生きる子どもたち

に求められる力は、答えの見えにくい課題について、立場や考え方を超え議論を深め、

新たな考え方を共に作り出せる力です。そして、その考えにそって協働して実践できる

力です。邑南町では、そうした力の育成のために、学び合う授業づくりの研究や実践を

モデル校方式を採りながら進めています。国が今後進めようとしていますアクティブラ

ーニングの先駆け的取り組みとして一層の充実を図っていきます。こうした授業改革と

同時に子どもたちが必要な情報を、書物を中心にしながら収集したり要約したりして、

人に的確に伝える力の育成のために図書館活用教育の一層の充実を図ります。また、そ

の成果発表の場として取り組んでいます、調べる学習作品展を継続し開催します。町内

には複式学級を含む小規模校があります。子どもたちには多様な人との交流が必要です。

これまで進めています小学校同士の合同学習会や交流の場づくりを積極的に支援してい

きます。また、小規模校の魅力づくりを地域と一緒になってつくり出すための新規事業

をモデル的に進めていきます。邑南町が求める質の高い学びの力の育成には、教職員の

指導力の向上が欠かせません。国語科や算数・数学など系統性の高い教科、苦手意識の

高い英語科に絞り小中９年間を視野に入れ、連携を図った指導ができるよう研修の充実

に努めます。また、子どもたちの学力育成は、学校だけでなく家庭や地域との連携が不

可欠です。地域ボランティアによる、花まる算数教室をはじめ、ふるさと学習の指導者

として多くの地域の皆様のご協力により、子どもたちの豊かな学びの保障に努めます。

今年度、町内小学５年生から中学生、またその保護者を対象に、ふるさとと農業に関す

るアンケート調査を島根大学との共同により実施しました。この結果に基づき農業への

関心を高める取り組みをはじめ、中学生の仕事発見や仕事づくりへの夢を、地域あげて

応援する組織や仕組みづくりを、町のコーディネーターとの連携を図り推進していきま

す。続いて、社会教育行政について述べます。地方創生に向け、戦略プランが策定され



ました。社会教育行政が担うべき役割は、学びや交流の場づくりにより、ふるさとを豊

かにしたいという願いの実現を支援することです。その営みを主として支えるのは、公

民館です。公民館の、集い、学び、つなぐ、の機能が十分発揮できるよう、公民館活動

推進委員の研修の充実に努めます。公民館では、地域資源に磨きをかけ、他の資源とつ

なぐ資源の一層の活用を図ることや人権問題、子育て、医療、食育、健康づくりなど、

地域が抱える課題や皆さんが求める学習の開設に努めていきます。また先に述べました

中教審答申が求めています、次代を担う子どもたちの育成のための地域学校運営の支援

やパラリンピック合宿誘致に向けた、様々な学習活動を計画的に進めていきます。次に

文化財行政について述べます。久喜・大林遺跡の調査事業は、県内外の専門家による調

査指導委員会の指導・助言に基づいて進めています。２７年度は、久喜床屋遺跡の調査

を終了しその報告会を実施しました。２８年度は、これまでの調査をまとめ広く町民の

皆様方に報告する場を開催します。また平成２８年１０月１日、２日、本町で開催され

ます、第１３回日本オオサンショウウオの会に向け実行委員会を中心にし、多くの町民

の皆様方にも参加していただけるよう準備を進めていきます。次にスポーツ振興につい

て述べます。地域の皆様方の健康志向が高まり、ノルディクウォークなどウオーキング

に取り組む人が増えています。正しいウオーキングについての学習会や仲間づくりをす

すめていきます。また、高齢者や障害のある方への軽スポーツやゴールボールの普及を

スポーツ推進委員の皆様の協力を得ながら進めていきます。ＮＥＣ女子バレーボールチ

ームの合宿が今年も邑南町で予定されています。バレーボール教室の開催やチームの皆

さんとの交流会を体育協会と連携し、今年も継続して行います。次に、学校と社会教育

とが連携して取り組むことについて述べます。その一つは、人権・同和教育の推進です。

人権の尊重は町づくり、学校づくりの基本です。人権の町宣言、非核平和の町宣言、男

女共同参画の町宣言そして、今年度策定されました邑南町人権施策推進基本方針、邑南

町同和問題啓発教育基本構想に基づき、全ての人の人権が守られるよう学校や地域が連

携しながら取り組みを進めます。同和問題学習は、学校で子どもたちが学ぶ内容を大人

向けに教材化したものを活用し、公民館での学習会を中心にして実施していきます。ま

た平成２５年に公布され、この４月から施行されます、障害者差別解消法の啓発や東京

パラリンピック合宿誘致に向け、障がいのある人への理解を深める学習を進めます。ま

た文部科学省より配慮が求められています、性的少数者の人権についての教職員研修な

どを計画的に進めていきます。二つ目は、ふるさと学習についてです。これまで開設を

お願いし、支援してきました地域学校はほぼ全地域に設置され、地域の特性に沿った取

り組みが進められようとしています。２８年度も実践交流会を開催し、活動の一層の充

実を図っていきます。また子どもたちが取り組んでいます地域課題学習を公民館活動と

つなぎ、大人と子どもたちが学び合える場とするなど課題解決のあり方の深まりを図っ

ていきます。また先ほど述べました、日本オオサンショウウオの会で、地域の子どもた



ちが研究発表したり、県外の研究実践校と交流したりすることにより、オオサンショウ

ウオへの認識が深められるよう努めます。久喜・大林銀山についても大人と子どもたち

が一緒に学ぶ講座を開設し、ふるさとへの誇りを育てていきます。三つめは、読書活動

の推進です。子どもたちの読書活動は、町内百数十名の読書ボランティアの皆様方の様

々な活動により、幼い時から本に親しむ習慣が定着すると共に、学校での読書活動の充

実にもつながっています。読書ボランティアの皆様の交流会や研修会を継続し、学校で

の読書活動とボランティアとをよりよくつなぐよう一層の推進を図っていきます。また、

公民館の図書コーナーの充実や公民館の講座内容に合わせた図書紹介を行うなど、読書

の町づくりをめざした取り組みを進めていきます。以上、平成２８年度の教育行政につ

いて、その取り組みの概要を述べました。今後とも議員の皆様方をはじめ町民の皆様方

の御理解・御支援をいただきますようお願いをいたします。  

●議長（辰田直久） 途中ではございますが、ここで休憩に入らせて頂きます。再会は１０ 

時４０分と致しますので、よろしくお願い致します。 

―― 午前１０時３１分 休憩 ―― 
―― 午前１０時４１分 再開 ―― 

                       ～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第５ 行政報告 

●議長（辰田直久） 再会をいたします。日程第５、行政報告。これより町長に、行政報告 

及び諸般の報告を行っていただきます。 

●町長（石橋良治） はい、議長番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●町長（石橋良治） それでは第３回邑南町議会定例会の開会にあたり、１２月議会定例会

以降の行政執行の主なものについて、ご報告します。始めに、東日本大震災追悼につい

て申し上げます。東日本大震災が発生して今年で５年を迎えるにあたり国においては３

月１１日に追悼式が行われます。当日、本町では役場の施設において国旗を半旗掲揚す

るとともに、無線放送にて大震災が発生した時間に黙とうを行う事としております。町

民の皆さまには亡くなられた方への哀悼の意をもって黙とうを行って頂ければと思いま

すのでよろしくお願いします。次に、平成２８年１月２３日からの大雪について御報告

申し上げます。事前に大寒波が予想され、２３日に風雪注意報等が発表になりましたの

で、臨時放送を流す等町民の皆さまへ警戒を呼びかけておりましたところ、２４日未明

３時３２分に大雪警報が発令されましたので、町としては災害準備体制を敷いて対応し

たところでございます。積雪量は町の観測史上最高の１０２センチ（淀原アメダス観測

所）を記録、２４日正午までと午後３時までの２４時間降雪量がそれぞれ７４センチ、

７２センチと両方とも全国１位の量を記録しました。除雪はもちろんでございますが、

その上に雪害復旧対策体制として、倒木及び漏水が多いため、倒木対策班及び漏水対策



班をそれぞれ設置し、対応にあたったところでございます。状況としまして、避難、安

否確認の状況は、自主避難、最大２世帯７名、羽須美地域後山集落８世帯２２名中、４

世帯８名に連絡が取れない状況でしたので、消防団と職員にて安否確認を実施しました。

公共交通機関の状況は、町営バス及びスクールバス、ＪＲ三江線、備北交通バスそれぞ

れ２４日から２９日にかけて全線終日運休や部分運行となりました。休校また休診の状

況は、町内小中学校、県立養護学校及び県立矢上高等学校は２５日、２６日全校で休校 

２７日は断水のため瑞穂中学校が休校となりました。２５日には公立邑智病院 整形外科

外来、また阿須那診療所、また井原診療所が休診となりました。被害等でございますが、

幸いに、家屋倒壊等はございませんでした。人的被害、軽傷（打撲）２名、漏水箇所、

４３戸（羽須美１０戸、瑞穂１６戸、石見１７戸）、断水箇所、５２戸（瑞穂２２戸、

石見３０戸）、パイプハウス被害、１３１件 約１億３千５百万円、面積にして約１．７

５ヘクタール、内訳は、羽須美が１８件、９７７万３千円、瑞穂５８件、７千１１２万

８千円、石見５５件、５千３９３万２千円の内訳でございます。町行造林、公社造林及

び個人分、約１４ヘクタール、被害額約４千万円、また通行規制、全面通行止め、国県

道、町道等併せて１９箇所、内訳は、高速道路、浜田自動車道、国道２箇所、県道５箇

所、町道８箇所、農道１箇所、林道２箇所でございます。倒木処理件数、羽須美地域、

延べ作業人員２０名、処理本数、約６０本、停電、７４５件、内訳は、羽須美２４１件、

瑞穂４８８件、石見１６件、など大変な状況でございました。改めまして、被害に遭わ

れた方々には心よりお見舞い申し上げます。２８日には自主避難者が無くなり、停電も

解消したため災害準備体制を解除しましたが、引き続き漏水対策及び倒木対策を継続し

て対応してまいりました。現在はほとんど復旧しておりますが、今後もパイプハウスの

復旧等、豪雪の事後対策に努めて参りますのでご協力よろしくお願いいたします。次に、

次期邑南町総合振興計画の策定について申し上げます。邑南町総合計画審議会におかれ

まして、審議を重ねていただき、２月２５日に計画案の答申をいただいたところでござ

います。向こう１０年間の町づくりのテーマを、心かよわせともに創る邑南の郷、とし、

地域が自立し、未来へ共に歩む協働のまちなど６項目の基本目標を掲げております。ま

た、総合振興計画の実施計画に位置付けております、過疎地域自立促進計画につきまし

ても、島根県との協議を経て計画案を策定したところでございます。これら二つの計画

につきましては、今議会でご承認いただくよう議案を提出しておりますのでご審議の程

よろしくお願いします。次に、国勢調査について申しあげます。昨年１０月１日を基準

日として実施されました国勢調査の速報値が、昨年１２月２５日に島根県から発表され

ました。これによりますと、人口は１万１千１００人、世帯数は４千２２２世帯で、い

ずれも前回５年前の調査と比較して減少となっております。今後国から出される確定値

を元に分析を進めるとともに、邑南町版総合戦略に掲げております人口減少対策を着実

に進めていかなければならないと考えております。矢上高校の魅力化コーディネーター



について申し上げます。施政方針でも申し上げたとおり、平成２８年１月１日より、新

たに矢上高校魅力化コーディネーターとして、広島市出身の小林圭介さんに就任いただ

きました。小林さんは、前職で、教育コーディネーターとして、小・中学校のキャリア

教育のカリキュラムの内容について提案をしたり、学校と地域とのつながりを促進させ

るうえでの調整役を担ってこられました。その経験を今後の矢上高校の魅力化の取組に

生かしていただけるものと考えております。また、平成２８年１月７日に、矢上高校魅

力化推進センターと称する組織ができました。この組織は、２名の魅力化コーディネー

ターと５名の教員で構成されており、矢上高校の魅力化に関する取組を計画協議し、実

践していきます。なお、３月２日には、今年度の卒業生８７名全員に対し、卒業後もこ

の町や、矢上高校のことを忘れずに応援し続けて欲しいと願い、邑南町アンバサダー、

これは大使と言う意味ですけれども、これに任命し、それぞれ各人へ１００枚ずつの名

刺を贈呈しました。いつまでも邑南町を愛する大使として活用して欲しいと思います。

この邑南町アンバサダーは、平成２８年度から高校生以外の個人や企業・団体向けにも

対象を広げる予定です。次に、邑南町３０歳の成人式について申し上げます。若い世代

の方々に、邑南町について考える機会を提供し、邑南町出身者の帰郷機会を創出するこ

とを目的に、今年１月１０日に邑南町としては初めて実施しました。３０歳という年齢

を対象者としたのは、成人後１０年を経過し、人生を改めて考える時期として適した年

齢であろうと判断したからで、邑南町商工会青年部や邑南町を考える会の協力により実

行委員会を組織し、５３名の参加者が集い盛大に行われました。企画から当日の式典、

交流会、さらには記念誌の作成まで実行委員会が主体となり実施され、若い世代による

地域活性化の意識醸成に効果があったと感じています。パネルディスカッションでは、

同級生のネットワークを深め町内外で邑南町をＰＲする役割を担おうという意見が深ま

りました。こうした試みにより、地元への愛着心が深まり、Ｕターンのきっかけとなる

ことを望みます。次に、三江線に関する状況について申し上げます。昨年１１月２７日

にＪＲ西日本真鍋社長と面談して以降、１２月１９日に三江線改良利用促進期成同盟会

第２回臨時総会が開催され、３点の行動について決定しました。１点目は、広島県知事、

島根県知事へ存続行動への支援を要請すること。２点目は、国会議員、国土交通省へ支

援を要請すること。３点目は、ＪＲからの説明による地元住民説明会を開催すること。

で、あります。これを受け１２月２５日には、三江線改良利用促進期成同盟会として、

沿線６市町の首長、議長が広島県知事、島根県知事へ支援の要請に伺いました。広島県

知事は、まず協議を始めることが重要であり、無期限の協議は現実的でない、条件にこ

だわらず早期に協議開始すべき、と提案され、また島根県知事は、双方にそれぞれの立

場、考えがあると思うが、双方とも白紙の状態で、相手の考えもよく聞いて、よく話し

合うことが大事であり、そのような話し合いを始めることができるようにしてもらいた

い、と提案されました。この要請を受けて、島根県知事は、１２月２５日午後に６市町



に伝えた見解と同様のものをＪＲ西日本米子支社へ電話で伝えたところ、後日、ＪＲ西

日本米子支社長から、早くそのような話し合いを始めたい、との連絡があったとのこと

でした。広島県知事は、１月１２日にＪＲ西日本米子支社松岡支社長へ電話で、ＪＲに

おかれても廃止ありきではなく、沿線住民にとって何が重要かというスタンスで協議を

するように、また３月までの期限についても不安に感じる首長がおられる、ということ

を伝えたところ、松岡支社長は、ＪＲとして何かを決めているということは無いので、

沿線６市町と協議の中で期限のことも決めていきたい、という回答があったとのことで

した。１月２９日には、沿線６市町の首長、議長で、国土交通省石井大臣、また鉄道局

長、また島根県・広島県選出の国会議員への要請活動を行ってきました。また、ＪＲ三

江線問題に関する住民説明会が１月２３日から２月２日にかけて沿線６市町８会場で開

催され、総数７６４名の参加がありました。邑南町では、１月３１日に口羽公民館で開

催し、６５名の方が参加されました。アンケートによると参加者の大半は、ＪＲの説明

自体は、まあ理解できた、ということでありましたが、自由記述では、議論が足りない、

時期尚早である、などの声が多くありました。また、当日会場での質問内容も、存続を

訴える内容のものが多くありました。２月６日には三江線改良利用促進期成同盟会第３

回臨時会が開催され、ＪＲ西日本と白紙の状態で協議を始めることを決定しました。同

日、同盟会の景山会長が、島根県地域振興部長同行のもと、ＪＲ西日本米子支社を訪問

し、松岡支社長に双方とも白紙の状態で協議を始めたい旨を伝え、松岡支社長も、これ

に同意しました。今後は、期成同盟会として、三江線に関する検討会議に諮問を行い、

６市町の実務担当者とＪＲ西日本米子支社による協議をおこなっていくこととなりまし

た。この検討会議には、広島県、島根県を議事進行役に、中国運輸局や学識経験者にも

オブザーバーとして入っていただき、情報提供や指導・助言をお願いすることとなって

います。検討する内容は、１、現在までの現状確認・検証、２、鉄道としての存続の可

能性、３、新交通プランの形態、可能性等についてであり、現在、幹事会構成職員及び

その他職員で検討会議に臨んでいます。第１回目は２月１４日、第２回目は２月２７日

に行われ、三江線の現状と課題についてこれまでの５年間の活性化の取り組みを振り返

りながら論点整理が行われています。なお、第３回目は３月１２日に予定されており、

今後さらに突っ込んだ議論に移って行くものと承知しております。次に、インバウンド

モニターツアーについて申し上げます。本町では、１月２３日、２４日の２日間におい

て、広島在住のフランス、ドイツ、デンマークなど５カ国の計８名の外国人留学生を招

き、農家民泊などに宿泊し町内観光施設の見学や田舎料理づくりの体験を行いました。

意見交換会では、町内で利用できる無料のＷｉ-Ｆi スポットがないとか、施設に英語表

示がほとんどないなどの意見があった一方で、家族のように優しい人たちが多い町で、

またぜひ訪れたいという人も多かったようです。今後は、こういった意見を参考にさら

にモニターツアーを実施し、観光ルート設定や受入体制の整備を進めてまいります。次



に、邑南ラボフォーラムの開催について申し上げます。島根大学との共同研究の場とし

て開設した邑南ラボの研究発表会を、２月２７日田所公民館で開催しました。平成２７

年度の研究テーマは道の駅瑞穂とし、新たな産業振興の可能性について研究いただきま

した。このフォーラムには町や道の駅の関係者だけではなく、周辺住民・利用者など数

多くの方にご参加いただき、改めて道の駅瑞穂への期待の高さと重要性について実感し

たところであります。町といたしましては、この調査データを基に地域と連携を図りな

がら、小さな拠点づくりと新たな６次産業化の機能拡充を図りながら、地域経済活性化

につなげてまいりたいと考えております。次に、東京農業大学との共同研究について申

し上げます。本町では１２月２１日、東京農業大学において、邑南町産のハーブと米こ

うじを使った新商品開発に向けた共同研究に関する契約を締結しました。これは、基幹

産業である農業を活用した町内産品ブランド化をさらに進めるもので、日本で唯一醸造

学科を持つ東京農業大学とともに新商品開発に取り組むほか、併せてハーブの効能調査、

消費者の健康や美容の意向を反映させるための調査も行っていきます。また、３月１３

日には町内で成果発表を行う予定にしております。次に、農林業の振興について申し上

げます。本町では今年１月２３日からの降雪により、農作物や農業用施設に多大な被害

が発生しました。今回の被害は一昨年１２月に発生した豪雪被害を大きく上回るもので、

その復旧対策についてはさっそく２月１７日開催の臨時議会において、予算案を議決頂

いたところです。平成２５年８月の豪雨被害から、平成２６年の雪害、そして今年の雪

害と農家の皆さんにとっては３年続きの災害であり、その間には一昨年の米価の低迷、

昨年夏から秋にかけての天候不順と、まさに逆風が吹いているといった状況でございま

す。特に、今回の雪害は発生時期が遅いため、春からの農業生産に与える影響を心配し

ているところであり、早期の復旧に万全を期したいと考えております。そのような中で

今年産の水稲作付面積の取りまとめを行ったところ、配分面積１，０４３ヘクタールに

対し、作付希望面積を１，０４１ヘクタール出して頂き、作付率は９９．８パーセント

となりました。取りまとめ頂きました各集落の推進員のみなさんのご尽力に感謝申し上

げます。次に、災害復旧事業について申し上げます。はじめに、今年度発生しました道

路災害３件につきましては、既に発注済みでございます。瑞穂地域の２件につきまして

は、年度内に完了をいたします。残る石見地域の 1 箇所は、２５年災の工事完成後の着

手となることから、２８年度への繰越承認を得て工事を行ってまいります。次に、平成

２５年８．２４豪雨災害復旧事業は、現在、公共土木施設災害１２箇所、農地・農業用

施設災害５２箇所が工事中でございます。平成２６年３月から工事を進めてまいりまし

たが、工事を請け負っていただきました業者の方々、また工事に関係する地域の皆様の

ご協力により、重大な事故も発生することなく、予定をしていた期間までに完了する予

定でございます。また、県の河川災害復旧につきましても、年度内に完了いたします。

土石流対策として行います日貫地区の金比羅川、日和地区の勝地川砂防事業は来年度以



降も引き続き行われます。なお、本年度末をもって災害復旧対策室を解散致します。こ

れまでの関係者の皆様に改めて感謝申し上げます。次に、教育委員会関係ですが、まず

学校教育課の関係について申し上げます。死亡叙位叙勲についてですが、石見地域日貫

地区の故山田清さんが、昨年１２月２９日付で正六位に叙され瑞宝双光章を受章されま

した。ここにご報告申し上げますとともに、謹んで哀悼の意を表します。次に、今年度

で４年目となる、各小中学校で進めておられます図書館を活用した、調べ学習の一環と

しての調べる学習作品展につきましては、１回目の作品展を９月に開催され、２回目は、

小中学生あわせて２５８点あまりの作品を応募され、１月３１日から２月８日の間、健

康センター元気館で展示されました。多くの町民の方にご覧いただいたようです。教育

委員会では、これらを審査され解説を加えた認定書も送られました。町としましても今

後の調べ学習の一層の充実と読書普及活動の推進を支援してまいりたいと考えていると

ころです。次に、２月１６日に、平成２７年度、邑南町いじめ問題対策連絡協議会等条

例の施行後、初めてのいじめ問題対策連絡協議会が開催され、小・中学校のいじめの現

況報告や、その解決の進捗状況など関係機関での情報の共有化が図られました。尚、石

見東小学校は、１月２３日の文部科学省主催の、全国いじめ問題子どもサミット島根県

代表として、グループ討議に参加したとのことです。会議後、島根大学教育学部の稲垣

教授による、いじめによる身体や精神に与える影響について思春期外来の事例から、と

題して講演があり、多くの関係者が熱心に聴講されました。次に、スクールバスについ

てですが、高原線の新車両が納車され、３月より運行を開始しました。これは、沿線の

小中学校の児童や生徒から公募した絵やマスコットキャラクター、オオナンショウをラ

ッピングした車両です。次に、生涯学習課関係について申し上げます。先ず、１月３１

日に、おおなんドリーム学びのつどいを開催しました。町内の小中学校、矢上高校、石

見養護学校、出羽地区など１１団体の発表者と来場者５００人が元気館に集い、邑南町

の良さや暮らしの課題について学び感じたことを、自分たちの夢や願いを込めて発表し

あいました。また、２月６日にみんなで学ぶ人権講演会を口羽公民館で開催し、ドキュ

メンタリー映画、ある精肉店のはなし上映と、纐纈あや監督の講演会を行い１００人が

集い人権の尊さについて学び合いました。また、２月１３日に田所公民館で第２回邑南

町公民館研究交流集会を開催し、公民館の事例発表とパネル展示のほか、千葉敬愛短期

大学学長、明石要一氏の講演を来場者が聴き、公民館における子どもの体験活動の重要

さを学びました。また、２月２５日に第２回パラリンピックキャンプ誘致実行委員会を

開催し、ゴールボールの強豪国であるフィンランドを誘致対象国として絞り、交流して

いくことを決定しました。次に、２月２８日に、わくわくフェスタ２０１６を健康セン

ター元気館で開催し、絵本作家による講演会と町内の子育て支援に関わる団体グループ

が、マイ箸作り、お菓子づくり等のコーナーを設け親子の絆を深める楽しい機会となり

ました。次に、邑南町発注の公共事業についてでございますが、これは別紙一覧表で発



注状況をご報告させていただきますのでそちらをご覧ください。最後に、お知らせをい

たします。この度、山陰中央新報社邑南通信部が矢上本町商店街の空き事務所を利用し

設置されることになりました。開設の時期は４月ごろで、若い記者が１名駐在するとお

伺いしております。平成１８年に石見支局が廃止されてから１０年ぶりの開設となりま

すが、話題の多い邑南町に是非設けたいとの山陰中央新報の意向でありまして、ありが

たく受け止めております。以上、３月議会定例会にあたりましての行政報告とさせて

いただきます。  

●議長（辰田直久） 以上で町長の行政報告及び諸般の報告は終了いたしました。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第６ 報告事項 

●議長（辰田直久） 日程第６、報告事項。報告第１号、例月現金出納検査結果報告につい

て。報告第２号、平成２７年度定期監査報告について。以上、２件について、それぞれ

報告がありました。お手元にその写しを配布しておりますので、ご了承をください。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第７ 議案の上程、説明、質疑、討論、採決 

●議長（辰田直久） 日程第７、先議といたしまして、議案の上程、説明、質疑、討論、採

決に入ります。議案第５号、人権擁護委員候補者の推薦についてを議題といたします。

提出者から、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） はい、議長番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第５号の提案理由をご説明申し上げます。人権擁護委員の推

薦につき、意見を求めることについてでございますが、最近の人権擁護行政をとりまく

諸情勢は、幼児、児童に対する虐待や、いじめ体罰など子供に関する問題、高齢者や障

がいのある人に関する問題、あるいは夫婦間、親子間の問題など、多岐にわたり複雑化

しております。こうした地域社会の中にあって、人権擁護委員は、これらの諸問題に理

解をもって取り組み、気軽に相談に応じ、その解決に熱意を有する候補者を、議会の意

見を聞いて、法務大臣に対し推薦するものでございます。議案第５号において推薦につ

き意見を求めようとする土井美惠子氏につきましては、平成２２年７月１日から、人権

擁護委員としてご活躍いただいております。この度、平成２８年６月３０日に任期満了

を迎えられるにあたり、引き続きその手腕を発揮していただきたいと思っておりますの

で、よろしくお願いします。 
●議長（辰田直久） 以上で、提出者の説明は終了いたしました。これより、議案第５号に

対する質疑に入ります。議案第５号に対する質疑を許します。質疑はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 無いようでございますので、議案第５号に対する質疑を終わります。 



これより、討論、採決に入ります。議案第５号に対する討論。反対討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 賛成討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 無いようでございますので、討論を打ち切り、これより採決に入りま

す。議案第５号について、原案に同意することに賛成の方の挙手を求めます。 

（全員挙手） 

●議長（辰田直久） 全員賛成。したがいまして議案第５号、人権擁護委員の任命の同意に

つきましては、原案に同意することに決定をいたしました。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第８ 議案の上程、説明 

●議長（辰田直久） 続きまして、日程第８、議案の上程、説明に入ります。議案第６号、

指定管理者の指定について、議案第７号、指定管理者の指定について、議案第８号、指

定管理者の指定について、議案第９号、指定管理者の指定について、議案第１０号、指

定管理者の指定について、議案第１１号、指定管理者の指定について、議案第１２号、

指定管理者の指定について、議案第１３号、指定管理者の指定について、議案第１４号、

指定管理者の指定について、議案第１５号、指定管理者の指定について、議案第１６号、 

指定管理者の指定について、議案第１７号、指定管理者の指定について、議案第１８号、 

指定管理者の指定について、議案第１９号、指定管理者の指定について、議案第２０号、 

指定管理期間の変更について、議案第２１号、指定管理期間の変更について、議案第２

２号、邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について、議案第２３号、 

邑南町議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正につい

て、議案第２４号、邑南町職員の給与に関する条例の一部改正について、議案第２５号、 

邑南町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正について、議案第２６号、 

邑南町の一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正について、議案第２７号、 

邑南町固定資産評価審査委員会条例の一部改正について、議案第２８号、邑南町税条例

の一部改正について、議案第２９号、邑南町斎場条例の一部改正について、議案第３０

号、邑南町立障害者支援施設条例の一部改正について、議案第３１号 邑南町地域支援

センター条例の一部改正について、議案第３２号、邑南町医療福祉従事者確保奨学基金

条例の一部改正について、議案第３３号、邑南町町営住宅管理条例の一部改正について、 

議案第３４号、邑南町特定公共賃貸住宅管理条例の一部改正について、議案第３５号、

邑南町水道給水条例の一部改正について、議案第３６号、邑南町下水道条例の一部改正

について、議案第３７号、邑南町土地開発基金条例の廃止について、議案第３８号、邑

南町農地有効利用支援整備事業分担金徴収条例の廃止について、議案第３９号、邑南町

団体営農業基盤整備促進事業分担金徴収条例の廃止について、議案第４０号、邑南町行



政不服審査会条例の制定について、議案第４１号、行政不服審査法の改正に伴う関係条

例の整備に関する条例の制定について、議案第４２号、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について、議案第４３

号、邑南町職員の退職管理に関する条例の制定について、議案第４４号、一般財団法人

地域活性化センターへの研修派遣に係る職員に支給する手当に関する条例の制定につい

て、議案第４５号、邑南町まち・ひと・しごと創生基金条例の制定について、議案第４

６号、邑南町地区別戦略資金貸付基金条例の制定について、議案第４７号、邑南町土地

基盤整備事業分担金徴収条例の制定について、議案第４８号、邑南町第２次総合振興計

画の制定について、議案第４９号、邑南町過疎地域自立促進計画の制定について、議案

第５０号、邑南町地域保健福祉計画の一部変更について、議案第５１号、工事請負契約

の変更契約の締結について、議案第５２号、平成２７年度邑南町一般会計補正予算第７

号について、議案第５３号、平成２７年度邑南町国民健康保険事業特別会計補正予算第

４号について、議案第５４号、平成２７年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会

計補正予算第３号について、議案第５５号、平成２７年度邑南町後期高齢者医療事業特

別会計補正予算第３号について、議案第５６号、平成２７年度邑南町簡易水道事業特別

会計補正予算第４号について、議案第５７号、平成２７年度邑南町下水道事業特別会計

補正予算第４号について、議案第５８号、平成２７年度邑南町電気通信事業特別会計補

正予算第４号について、議案第５９号、平成２８年度邑南町一般会計予算について、議

案第６０号、平成２８年度邑南町国民健康保険事業特別会計予算について、議案第６１

号、平成２８年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算について、議案第６

２号、平成２８年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計予算について、議案第６３号、

平成２８年度邑南町簡易水道事業特別会計予算について、議案第６４号、平成２８年度

邑南町下水道事業特別会計予算について、議案第６５号、平成２８年度邑南町電気通信

事業特別会計予算について、以上、６０議案を一括上程いたします。 

●議長（辰田直久） 最初に議案第６号から議案第１８号まで、提出者から、提案理由の説

明を求めます。 

●町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●町長（石橋良治） 議案第６号から議案１８号までの提案理由をご説明申し上げます。こ

れは、指定管理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。これらの議案

は、公の施設の指定管理者の指定についての議案でございますが、私の方からは、基本

的な考え方を申し上げまして、詳細については、担当課長から説明をさせますので、よ

ろしくお願い申し上げます。公の施設の指定管理者を指定するにあたり、管理者の選定

には、公募して候補者を選定する場合と、公募せずに候補者を選定する場合があります。

今回提案しましたこれらの施設については、公募せずに候補者を選定いたしました。非



公募により選定した理由は、施設によって違いがありますが、主な理由は次のとおりで

ございます。一つ目は、条例で公募しないで指定管理者を指定することが規定されてい

る施設。これは、自治会館等が該当します。二つ目は、現在委託している団体が良好に

管理運営しており、そして、そこで働く町民がいる施設。三つ目は、施設の設置目的か

ら管理運営する団体が候補者以外に想定できない施設。以上の理由により、公募せずに

非公募により指定管理者の候補者を選定しております。なお、候補者については、ほと

んどがこれまで管理委託契約を交わしていた団体でございます。次に、指定期間につい

てでございますが、邑南町の基本方針として次の３通りに分類しております。１、建物

の維持管理を主体とする場合は、３年間。２、施設の管理運営をするにあたり、専門的

な職員を育成する必要がある施設については、５年間。３、地域住民が主体となって管

理運営する施設については、１０年間。これら３通りの分類は、基本的な考え方であり、

施設によってさらに検討を加え、必要な年数を決定しております。以上、詳細につきま

しては、それぞれ担当課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 
●原定住促進課長（原修） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 原定住促進課長。 

●原定住促進課長（原修） 議案第６号指定管理者の指定について、ご説明申しあげます。 

 議案書の別紙にあります、これら２８件の自治会館等の指定期間が平成２８年３月３１

日をもって満了いたします。これらの施設は、自治会の振興を目的に設置したものであ

り、自治会を指定管理者とすることが適切であるので、引き続き地元自治会を、平成２

８年４月１日から平成３８年３月３１日までの１０年間、指定管理者に指定しようとす

るものであります。以上、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決

を求めるものであります。よろしく、お願いいたします。 

●種町民課長（種文昭） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 種町民課長。 

●種町民課長（種文昭） 議案第７号、指定管理者の指定についてご説明申し上げます。瑞

穂地域にあります公の施設、無量寿堂の指定期間が平成２８年３月３１日をもって満了

することから、これまで無量寿堂管理委員会に指定管理しておりましたが、管理運営も

良好であることから非公募とし、引き続き平成２８年４月１日から平成３８年３月３１

日までの１０年間を指定の期間とし、無量寿堂管理委員会に指定管理者を指定しようと

するものでございます。以上、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議

決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●植田農林振興課長（植田和弘） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 植田農林振興課長。 

●植田農林振興課長 議案第８号及び第９号についてご説明申し上げます。議案第８号の

共同処理加工場は邑南町下亀谷に、また議案第９号の川舟管理施設は邑南町下口羽にあ



る公の施設でございまして、指定期間が平成２８年３月３１日をもって満了いたします。

これまでの管理運営状況は共に良好であったことから非公募とし、引き続き平成２８年

４月１日から平成３８年３月３１日までの１０年間を指定の期間とし、共同処理加工場

は亀谷自治会に、川舟管理施設は川舟施設管理組合に指定管理者の指定をするため、議

決を求めるものでございます。続いて議案第１０号から第１２号についてご説明申し上

げます。議案第１０号の堆肥化処理施設茅場処理場は邑南町中野に、議案第１１号の日

和処理場は邑南町日和に、議案第１２号の基幹処理場は邑南町中野にある公の施設でご

ざいまして、指定期間が平成２８年３月３１日をもって満了いたします。これまでの管

理運営状況は良好であったことから非公募とし、引き続き平成２８年４月１日から平成

３３年３月３１日までの５年間を指定の期間とし、茅場処理場は茅場堆肥処理組合に、

日和処理場は有限会社邑智ピッグファームに、基幹処理場は島根県農業協同組合に指定

管理者の指定をするため、議決を求めるものでございます。次に議案第１３号及び議案

第１４号について説明申し上げます。議案第１３号の農業近代化施設は邑南町阿須那に、

議案第１４号の農林水産物集出荷貯蔵施設は邑南町原村にある公の施設でございまし

て、共に指定期間が平成２８年３月３１日をもって満了いたします。これまでの管理運

営状況は良好であったことから非公募とし、引き続き平成２８年４月１日から平成３３

年３月３１日までの５年間を指定の期間とし、両施設を島根県農業協同組合に指定管理

者の指定をするため、議決を求めるものでございます。次に議案第１５号についてご説

明申し上げます。木質バイオマスチップ製造施設は邑南町下田所にある公の施設でござ

いまして、指定管理者には、バイオマス発電施設へのチップ供給や江の川共販市場と隣

接しているという事業性や立地性から、松江市母衣町５５番地、島根県森林組合連合会、

代表理事会長手錢白三郎氏を非公募とし指名し、平成２８年４月１日から平成３３年３

月３１日までの５年間を指定の期間とするための議決を求めるものでございます。  

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長 議案第１６号、指定管理者の指定につきましてご説明いたします。羽須

美地域宇都井地区にございます飲料水供給施設の指定管理者の指定をしようとするもの

でございます。公の施設の名称は宇都井飲料水供給施設、指定管理者となる団体の名称

は宇都井水道組合、指定管理者となる団体の所在は邑南町宇都井、指定の期間は平成２

８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間でございます。当該団体の指定の

理由でございますが、宇都井飲料水供給施設は当該給水区域の住民で構成される宇都井

水道組合を指定管理者として指定して管理運営を行わせており、今後も同組合が引き続

き管理運営を行うことで施設の効用を最大限発揮できるとともに管理経費の縮減が図ら

れるものでございます。指定期間１年間の理由でございますが、邑南町の簡易水道事業

は平成２９年度から上水道事業に移行するため、飲料水供給施設についても併せて調整



を図る必要があるためでございます。続きまして、議案第１７号、指定管理者の指定に

つきましてご説明いたします。羽須美地域上田地区にございます飲料水供給施設の指定

管理者の指定をしようとするものでございます。公の施設の名称は長田飲料水供給施設、

指定管理者となる団体の名称は長田水道組合、指定管理者となる団体の所在は邑南町上

田、指定の期間は平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間でござい

ます。当該団体の指定の理由でございますが、長田飲料水供給施設は当該給水区域の住

民で構成される長田水道組合を指定管理者として指定して管理運営を行わせており、今

後も同組合が引き続き管理運営を行うことで施設の効用を最大限発揮できるとともに管

理経費の縮減が図られるものでございます。指定期間１年間の理由でございますが、邑

南町の簡易水道事業は平成２９年度から上水道事業に移行するため、飲料水供給施設に

ついても併せて調整を図る必要がございます。続きまして、議案第１８号、指定管理者

の指定につきましてご説明いたします。羽須美地域上田地区にございます飲料水供給施

設の指定管理者の指定をしようとするものでございます。公の施設の名称は上田飲料水

供給施設、指定管理者となる団体の名称は上田飲料水供給組合、指定管理者となる団体

の所在は邑南町上田、指定の期間は平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで

の１年間でございます。当該団体の指定の理由でございますが、上田飲料水供給施設は

当該給水区域の住民で構成される上田飲料水供給組合を指定管理者として指定して管理

運営を行わせており、今後も同組合が引き続き管理運営を行うことで施設の効用を最大

限発揮できるとともに管理経費の縮減が図られるものでございます。指定期間１年間の

理由でございますが、邑南町の簡易水道事業は平成２９年度から上水道事業に移行する

ため、飲料水供給施設についても併せて調整を図る必要があるためでございます。以上、

地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

●議長（辰田直久） つづきまして、議案第１９号、指定管理者の指定についてを議題とい

たします。ここで、中村議員の除斥について採決いたします。お諮りをいたします。議

案第１９号につきましては、中村議員に直接利害関係のある事件であると認められます

ので、地方自治法第１１７条の規定によって除斥したいと思います。これにご異議ござ

いませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 「異議なし」と認めます。よって、中村議員を除斥することに決定を

いたしました。中村議員の退場を求めます。 

（除斥議員退場） 

●議長（辰田直久） それでは議案第１９号について、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第１９号の提案理由をご説明申し上げます。これも、指定管



理者の指定について議会の議決を求めるものでございます。瑞穂ハンザケ自然館の指定

管理者を、一般社団法人邑南町開発公社に指定しようとするものでございます。詳細に

つきましては、生涯学習課長から説明させますので、よろしくお願いします。 

●能美生涯学習課長 （能美恭志） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 能美生涯学習課長。 

●能美生涯学習課長（能美恭志） 議案第１９号、指定管理者の指定についてご説明申し上

げます。本議案は、指定期間が本年３月末をもって満了する邑南町上亀谷に所在します

瑞穂ハンザケ自然館の指定管理者を、一般財団法人邑南町開発公社に指定するものでご

ざいます。一般財団法人邑南町開発公社は永年の瑞穂ハンザケ自然館の運営において、

オオサンショウウオの産卵・孵化について研究面で大きな成果が出ており、専門知識を

有していることなどから、指名により平成２８年４月１日から３３年３月３１日までの

５年間、引き続き指定管理者に指定しようとするものでございます。以上、地方自治法

第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお

願いいたします。 

●桑野副町長（桑野修） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 副町長 

●桑野副町長（桑野修） 休憩をお願いします。 

●議長（辰田直久） 暫時休憩をいたします。 

―― 午前１１時３８分 休憩 ―― 
―― 午前１１時４０分 再開 ―― 

●議長（辰田直久） 再会を致します、議案第１９号についての訂正がございますので発言

を許可致します。 

●石橋町長（石橋良治） はい、議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長 

●石橋町長（石橋良治） 私の説明の中で、一般社団法人というふうに申し上げましたが、

財団法人が正しゅうございます。私のほうが間違っておりましたので大変失礼を致しま

した。 

●議長（辰田直久） と言うことで、議案書のとおりと言うことでご判断を頂きたいと思い

ます。そう致しますと議案第１９号についての説明が終わりました。中村議員の除斥を

解きます、中村議員の入場を求めます。 

（除斥議員入場） 

●議長（辰田直久） つづきまして、議案第２０号、指定管理期間の変更についてを議題と

いたします。ここで山中議員、三上議員の除斥について採決いたします。お諮りします。

議案第２０号は、山中議員、三上議員に直接の利害関係のある事件であると認められま

すので、地方自治法第１１７条の規定によって、除斥したいと思います。これにご異議



ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 「異議なし」と認めます。したがって、山中議員、三上議員を除斥す

ることに決定をいたしました。山中議員、三上議員の退場を求めます。 

（除斥議員退場） 

●議長（辰田直久） ただいまの除斥によりまして、会議録署名議員が除斥になっておりま

すので、会議録署名議員の指名の追加をいたします。１番、大和議員お願いをいたしま

す。それでは議案第２０号について、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

 ●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２０号の提案理由を説明申し上げます。これは、ぐるーぷ

リビングの指定管理期間の変更について、議会の議決を求めるものでございます。詳細

につきましては、福祉課長から説明させますので、よろしくお願いします。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 沖福祉課長。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議案第２０号、指定管理期間の変更についてご説明いたします。 

ぐるーぷリビングは、高齢者の介護予防を目的として、短期共同生活体験事業を行う施

設でございます。建物は、邑南町下田所３３４番地に位置し、２階建ての建物内に、ぐ

るーぷリビングを含め、３つの施設が共存しております。具体的には、１階部分でござ

いますが、廊下を挟んで、ぐるーぷリビングとはあもにいはうす、２階部分がハートフ

ルみずほでございます。このうちぐるーぷリビングにつきましては、合併後の利用実績

が僅少であり、今後も利用が見込めないことから、今年度末で廃止しまして、その部分

もはあもにいはうすとして有効活用することが適切であると考え、指定管理者と協議し

合意を得ております。そこで、指定管理期間が平成３６年３月３１日までとなっており

ますが、これを今年度末であります平成２８年３月３１日までに変更するよう議会の議

決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。  

●議長（辰田直久） 以上で、議案第２０号の提案理由の説明が終わりました。ここで、退

場されております山中議員、三上議員の入場を求めます。 

（除斥議員入場、着席） 

●議長（辰田直久） 続きまして、議案第２１号、指定管理期間の変更については、地方自 

治法第１１７条の規定によりまして、宮田議員、日野原議員、そして私は除斥となりま

す。宮田議員、日野原議員の退場を求めます。私も退場いたしますので、議事進行を副

議長にお願いをいたします。 

（除斥議員退場、副議長、議長席に着席） 

●副議長（亀山和巳） 議長除斥の間、替わって議事を進めます。それでは、議案第２１号



について、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●副議長（亀山和巳） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２１号の提案理由をご説明申し上げます。これも、くるみ

学園の指定管理期間の変更について議会の議決を求めるものでございます。詳細につき

ましては、福祉課長から説明させますので、よろしくお願いします。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議長、番外。 

●副議長（亀山和巳） 沖福祉課長。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議案第２１号、指定管理期間の変更についてご説明いたします。

くるみ学園は定員３０人の障がい児入所施設、児童の施設でございますが、現在、１８

歳を超えた利用者が１６名おられます。しかし、平成２４年度の児童福祉法の改正によ

り、１８歳を超過した方は、児童入所施設を退所し、生活基盤を地域、または障害者入

所施設、大人の施設へ移行することとされました。現在経過措置期間中でございます。

法改正後、どのように対応するか指定管理者と協議してまいりましたが、今年度末をも

ってくるみ学園を廃止し、くるみ邑美園を児者併設の施設として運営していくことにな

りました。そこで、現在くるみ学園の指定管理期間が平成３６年３月３１日までとなっ

ておりますが、これを今年度末であります、平成２８年３月３１日までに変更するよう

議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●副議長（亀山和巳） 以上で、議案第２１号の提案理由の説明が終わりました。ここで、

 退場されております宮田議員、日野原議員、辰田議員の入場を求めます。私の議事進行

 はここで終えさせていただきます。 

（除斥議員入場、着席。議長、議長席に着席） 

●議長（辰田直久） それでは、議案第２２号から第２９号についての提案理由の説明を求

めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第２２号から議案第２９号までの提案理由をご説明申し上げ

ます。まず、議案第２２号、邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に

ついて、でございますが、これは、地方公務員法の一部改正に伴う改正でございます。

次に、議案第２３号、邑南町議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例の一部改正について、でございますが、これは、地方公務員災害補償法施行令の一

部改正に伴う改正でございます。次に、議案第２４号、邑南町職員の給与に関する条例

の一部改正について、でございますが、これは、人事院勧告などにより改正するもので

ございます。次に、議案第２５号、邑南町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例

の一部改正について、でございますが、これも、地方公務員法の一部改正に伴う改正で



ございます。次に、議案第２６号、邑南町の一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一

部改正について、でございますが、これも、地方公務員法の一部改正に伴う改正でござい

ます。次に、議案第２７号、邑南町固定資産評価審査委員会条例の一部改正について、でご

ざいますが、これは、行政不服審査法の一部改正に伴う改正でございます。次に、議案

第２８号、邑南町税条例の一部改正について、でございますが、これは、地方税法施行規

則等の一部改正に伴う改正でございます。次に、議案第２９号、邑南町斎場条例の一部改

正について、でございますが、これは、斎場の使用に関する規定を追加するための改正

でございます。以上、詳細につきましては、それぞれ担当課長から説明をさせますので、

よろしくお願いします。 

●服部総務課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 服部総務課長。 

●服部総務課長（服部導士） 議案第２２号、邑南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例

の一部改正について、ご説明いたします。この度の改正は、地方公務員法の勤務条件の

根本基準に関する条項中の第２項が削除されたことに伴い項番号がずれたことにより改

正するものでございます。新旧対照表をご覧ください。第１条は、趣旨として地方公務

員法第２４条に規定する勤務条件の根本基準の内、勤務時間、休暇等に関する条項を引

用しておりますが、該当となります第６項が第５項に改正されたことにより改正するも

のでございます。改正文に戻っていただき、附則でございます。施行日を平成２８年４

月１日としております。次に、議案第２３号、邑南町議会の議員その他非常勤の職員の

公務災害補償等に関する条例の一部改正について、ご説明いたします。この度の改正は、

地方公務員災害補償法施行令の一部改正により改正するものでございます。内容といた

しましては、傷病補償年金と障害厚生年金等が支給される場合の調整率を改正するもの

でございます。新旧対照表をご覧ください。改正いたします第５条は、他の法令による

給付との調整を規定しておりますが、その内関係いたしますのは、次のページの障害厚

生年金部分の下線、０．８６を０．８８に、２ページ先の下表の障害厚生年金部分につ

いても同じく下線の、０．８６を０．８８に改正するものでございます。改正文に戻っ

ていただき、附則でございます。施行日を平成２８年４月１日に、また経過措置といた

しましても、施行日以降の事由により支給されるものからとし、施行日前のものにつき

ましては従前の例としております。次に、議案第２４号、邑南町職員の給与に関する条

例の一部改正について、ご説明いたします。この度の改正は、１点目に平成２７年人事

院勧告により一時金が加算されましたので、これを改正し、年度内支給とするものでご

ざいます。２点目に同じく平成２７年度人事院勧告により医師に係る手当が見直されま

したので、これを改正するものでございます。３点目に平成２６年度人事院勧告で示さ

れました総合的見直しによる新給料表への移行につきまして、平成２７年度人事院勧告

を踏まえ実施するよう給料表の改正を行ったものでございます。新旧対照表をご覧くだ



さい。第２０条は、勤勉手当に関する規定でございますが、第１号は正規職員の部分で

ございまして人勧どおり０．１月分増やし、率を１００分の７５から１００分の８５と

しております。第２号は再任用職員の部分でございまして人勧を参考に０．０５月分増

やし、率を１００分の３７．５から１００分の４２．５としております。次に、第９条、

第１１条の２は、医師に係る手当が人勧により見直されておりますので、初任給調整手

当と地域手当につきまして下線のとおり額と率を改正しております。次に、第２０条は、

勤勉手当につきまして、先ほど人勧により月数を増やしておりますが、これを６月支給

と１２月支給に振り分けるため、正規職員は１００分の８０に、再任用職員は１００分

の４０に改正するものでございます。次に、別表１別表２は、総合的見直しによる新給

料表への移行に関する改正でございます。別表１が新しい給料表、別表２が級別基準職

務表にあたっております。まず、別表１の給料表ですが、今回の改正による影響は２級

２５号給からでありまして中堅以上の職員が対象となっております。また、４級以上で

は高い号給に職員が集中していることから、給料表の運用に支障をきたすことが考えら

れ、今回７級を加え改正を行っております。また、別表２の級別基準職務表につきまし

ては、国等にあわせ職名から職務の内容に改正するとともに、７級には知識、経験が豊

富で全体を統括できる課長を対象として考え設けております。改正文に戻っていただき、

附則でございます。第１項で施行日は公布の日とし、最初の一時金の加算を除くものは

平成２８年４月１日としております。次の第２項で、最初の一時金の加算で適用を平成

２７年１２月１日としております。第３項は、新給料表への移行により減額となる者に

ついては県と同様に５年間の現給保障を行うこととしております。第４項は、最初の一

時金の加算について年度内に差額を支給するためのものでございます。次に議案第２５

号、邑南町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正について、ご説明い

たします。この度の改正は、地方公務員法の改正により、人事評価制度と特定の退職者

の働きかけの規制や再就職情報の届出を義務化する退職管理制度が開始になることより

改正するものでございます。新旧対照表をご覧ください。第２条は、報告する項目につ

いて、第２号に職員の人事評価の状況を、第７号に職員の退職管理の状況を新たに加え、

全体の号番号を改正しております。改正文に戻っていただき、附則でございます。施行

日を平成２８年４月１日としております。次に議案第２６号、邑南町の一般職員の任期

付職員の採用等に関する条例の一部改正について、ご説明いたします。 

この度の改正は、議案第２１号と同様、地方公務員法の勤務条件の根本基準に関する条

項中の第２項が削除されたことに伴い項番号がずれたことにより改正するものでござい

ます。新旧対照表をご覧ください。第１条は、趣旨として地方公務員法第２４条に規定

する勤務条件の根本基準の内、勤務時間、休暇等に関する条項を引用しておりますので、

該当となります第６項が第５項に改正されたものでございます。改正文に戻っていただ

き、附則でございます。施行日を平成２８年４月１日としております。以上の議案につ



きまして、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございま

す。  

●上田税務課長（上田洋文） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 上田税務課長。 

●上田税務課長（上田洋文） 議案第２７号、邑南町固定資産評価審査委員会条例の一部改

正する条例についてご説明いたします。今回の条例改正は行政不服審査法及び行政不服

審査法施行令が改正され、いすれも平成２８年４月１日から施行されることから、邑南

町固定資産評価審査委員会条例の一部改正をするものでございます。それでは新旧対照

表に基づいてご説明いたします。今回の改正のなかで主要改正部分についてのみご説明

いたします。手数料の額等、第１０条、行政不服審査法第３８条第４項の規定により、

納付しなければならない手数料を現在のコピー使用料と同額の白黒コピー１枚１５円、

カラーコピー１枚７５円として算定するように条例化したものでございます。第１１条

で手数料の減免等について規定しております。それぞれの理由により手数料を減額又は

免除できることを規定したものでございます。主な改正点は以上でございます。それで

は改正文をご覧ください。改正文の附則において、この条例は平成２８年４月１日から

施行する。としております。以上改正の内容をご説明させていただき、地方自治法第９

６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いします。 

続きまして、議案第２８号 邑南町税条例の一部改正する条例についてご説明いたしま

す。今回の条例改正は、平成２７年度税制改正の中で見直しが図られた、地方税の猶予

制度について、条文を新設したものでございます。第８条から第１２条につきまして地

方税法の改正に伴い法律に条例委任事項が設けられたことに伴う改正でございます。そ

れでは新旧対照表に基づいてご説明いたします。（徴収猶予に係る徴収金の分割納付又

は分割納入の方法）を第８条として規定するものでございましす。地方税において猶予

する理由を、災害、納税義務者等の病気負傷、事業廃止、事業に著しい損失を受けたと

き、前号と同等の事由に類する事実がある場合と規定しております。地方税法で猶予期

間は１年以内、猶予期間の延長をする場合は、猶予した期間と合わせて２年を超えるこ

とはできないと規定しております。第８条において徴収猶予に係る分割納付の方法を規

定するもので、条例において定めるところにより、財産状況等により、猶予する期間内

において分割して納付させるそれぞれの金額が合理的かつ妥当なものになるように分割

納付させることができるとされるものです。これまでは地方税法によって一括納付とさ

れていた納付の方法について分割納付が法的にできるようにする条例化でございます。

以下第９条から、第１２条まで、それぞれの手続きを定めるものでございます。それで

は改正文をご覧ください。改正文の附則においてこの条例は平成２８年４月１日から施

行する。としております。以上改正の内容をご説明させていただき、地方自治法第９６

条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いします。



  

●種町民課長（種文昭） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 種町民課長。 

●種町民課長（種文昭） 議案第２９号、邑南町斎場条例の一部改正についてご説明申し上

げます。この度の改正は、平成２８年度から邑南町の全ての斎場の火葬業務を業務委託

とするにあたって、これまで慣例として行っていたことを明文化する改正でございます。 

それでは、改正内容を新旧対照表に基づいてご説明いたします。新旧対照表をご覧くだ

さい。第３条は、斎場の使用の順序の規定でございます。現行は、ひつぎの到着順によ

ると規定しておりますが、一日に複数の火葬がある場合、何らかの事情で最初の火葬の

開始が遅れた場合、次の火葬の開始時刻に遅れが生じるため、それを調整することを明

文化する改正でございます。第８条は、使用時間及び休場日を新たに規定しております。 

第９条は、規則への委任規定を追加しております。条例の改正文にお戻りください。附

則でございますが、施行期日を平成２８年４月1日としております。以上、地方自治法第

９６条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいた

します。 

●議長（辰田直久） 説明の途中ではありますが、ここで休憩に入らせて頂きます。再会は 

午後１時２０分とさせて頂きます。 

―― 午前１２時 ７分 休憩 ―― 
―― 午前 １時２０分 再開 ―― 

●議長（辰田直久） 再会を致します。つぎに、議案第３０号、邑南町立障害者支援施設条

例の一部改正について、この議案につきましては、地方自治法第１１７条の規定によっ

て、宮田議員、日野原議員、そして私は除斥となります。宮田議員、日野原議員の退場

を求めます。私も退場いたしますので、議事進行を副議長にお願いをいたします。 

（除斥議員退場、副議長、議長席に着席） 

●副議長（亀山和巳） それでは議案第３０号について、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） はい、議長番外。 

 ●副議長（亀山和巳） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第３０号、邑南町立障害者支援施設条例の一部改正について、で

ございますが、これは、くるみ学園をくるみ邑美園児童部へ移行するための改正でござ

います。詳細につきましては、福祉課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 
●沖福祉課長（沖幹雄） 議長、番外。 

●副議長（亀山和巳） 沖福祉課長。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議案第３０号邑南町立障害者支援施設条例の一部改正について
ご説明いたします。この件につきましては、議案第２１号でご説明申しあげました、今
年度末をもってくるみ学園を廃止し、くるみ邑美園を児者併設の施設として運営してい
くことに伴う条例改正でございます。新旧対照表をご覧ください。まず題名に、及び障



害児入所施設を加えようとするものでございます。以下は、くるみ邑美園に児童部を併
設するために必要な、所要の改正をしようとするものでございます。本文の方に戻って
頂きまして、附則として施行期日、この条例は平成２８年４月１日から施行する。とし
ております。第２号で邑南町立障害児入所施設条例、これはくるみ学園の関連の条例で
ございますが、これは廃止することとしております。以上でございます。 

  
      

●副議長（亀山和巳） 以上で、議案第３０号の提案理由の説明が終わりました。ここで、

退場されております宮田議員、日野原議員、辰田議員の入場を求めます。私の議事進行

はここで終えさせていただきます。 

（除斥議員入場、着席。議長、議長席に着席） 

●議長（辰田直久） つづきまして、議案第３１号 邑南町地域支援センター条例の一部改

正についてを議題といたします。ここで山中議員、三上議員の除斥について採決いたし

ます。お諮りをいたします。議案第３１号につきましては、山中議員、三上議員に直接

の利害関係のある事件と認められますので、地方自治法第１１７条の規定によって、除

斥したいと思います。これに異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

●議長（辰田直久） 異議なしと認めます。よって、山中議員、三上議員を除斥することに

決定をいたしました。山中議員、三上議員の退場を求めます。 

（除斥議員退場） 

●議長（辰田直久） それでは議案第３１号についての、提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。  

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第３１号、邑南町地域支援センター条例の一部改正についてでご

ざいますが、これは、地域支援センターの使用目的変更に伴う改正でございます。詳細

につきましては、福祉課長から説明をさせますので、よろしくお願いします。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 沖福祉課長。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議案第３１号邑南町地域支援センター条例の一部改正について

ご説明いたします。この件につきましては、議案第２０号でご説明申しあげましたが、

「ぐるーぷリビング」を廃止することに伴う条例改正でございます。新旧対照表のほう

をご覧ください。まず題名で、地域という言葉を地域生活というふうに改めようとする

ものでございます。以下は、ぐるーぷリビングの関連について削除しようとするもので

ございます。本文の方に帰って頂きまして、附則として、この条例は平成２８年４月１

日から施行する。としております。よろしくお願いいたします。 

●議長（辰田直久） 以上で、議案第３１号の提案理由の説明が終わりました。ここで、退

場されております山中議員、三上議員の入場を求めます。 



（除斥議員入場、着席） 

●議長（辰田直久） それでは、ひきつづき、議案第３２号から第３６号についての提案理

由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） はい、議長番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第３２号から議案３６号までの提案理由をご説明申し上げ

ます。まず、議案第３２号、邑南町医療福祉従事者確保奨学基金条例の一部改正についてで

ございますが、これは、基金の増額をするための改正でございます。次に、議案第３３

号、邑南町町営住宅管理条例の一部改正についてでございますが、これは、新たに町営

住宅の新設に伴う改正でございます。次に、議案第３４号、邑南町特定公共賃貸住宅管

理条例の一部改正についてでございますが、これは、島根県地域優良賃貸住宅制度要綱

の一部改正に伴う改正でございます。次に、議案第３５号、邑南町水道給水条例の一部

改正についてでございますが、これは、給水区域の変更に伴う改正でございます。次に、

議案第３６号、邑南町下水道条例の一部改正についてでございますが、これは、下水道

法施行令の一部を改正する政令の一部改正に伴う改正でございます。以上、詳細につき

ましては、それぞれ担当課長から説明させますのでよろしくお願いいたします。 

●日高保健課長（日高誠） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 日高保健課長。 

●日高保健課長（日高誠） 議案第 ３２ 号、邑南町医療福祉従事者確保奨学基金条例の

一部改正についてご説明いたします。平成２３年度から、邑南町の医療福祉従事者を確

保し、地域医療福祉の充実に資する人材を育成することを目的に、邑南町医療福祉従事

者確保奨学基金を、当初６千万円に、平成２７年度に３千万円を増額し、基金額９千万

円で奨学金の貸与を行っております。平成２７年度末の基金保有額が５百８８万円とな

り、平成２８年度以降の奨学金貸与を実施するには、基金が不足するため、邑南町医療

福祉従事者確保奨学基金条例の一部改正をし、基金を３千万円増額しようとするもので

ございます。新旧対照表をご覧ください。第２条第１項中の、基金９千万円を１億２千

万円に改めるものでございます。なお、条例の施行日は、平成２８年４月１日としてお

り、附則に規定いたしております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会

の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 土﨑建設課長。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議案第３３号、邑南町町営住宅管理条例の一部改正について、

ご説明申し上げます。このたびの改正は、森実団地に新たに１棟２戸の住宅を建設致し

ますので、住宅管理条例の別表を改めるものでございます。新旧対照表の改正後の欄を

ご覧下さい。現行の別表の下欄に次の１行を追加致します。団地名、森実、所在地、邑



南町中野３８６１番地１、建設年度、平成２７年度、戸数、２、構造・階数、木造平屋、

規模、２ＤＫ、改正文にお戻りください。改正後の条例は、公布の日から施行するとし

ております。続きまして議案第３４号、邑南町特定公共賃貸住宅管理条例の一部改正に

つきましてご説明申し上げます。特定公共賃貸住宅の入居資格のうち、所得要件につき

ましては地域優良賃貸住宅の供給促進に関する法律第３条４号イに規定される、国土交

通省令で定められる原則階層と同号ロに規定される裁量階層がございます。裁量階層は

都道府県知事等が地域の社会経済状況、住民所得の状況、住宅事情等を勘案して定める

ことが出来ることとなっており、今回の改正は県の通知に基づき、裁量階層の上限額の

引き下げをおこなうものでございます。新旧対照表をご覧ください。第６条中下線の部

分、２５万９千円を超え県知事が定める額、が４８万７千円から３８万７千へと減額し

ております。改正文にお戻りください。附則の１で施行期日を規定し、また附則の２で、

この改正は平成２７年度までに建設された特定公共賃貸住宅には適用しない旨を規定し

ております。邑南町の特定公共賃貸住宅の入居率は高く常に満室となっております。今

後、特定公共賃貸住宅を増設する計画もあり、国庫補助事業として建設するために必要

となるため、今回改正をお願いするものでございます。地方自治法第９６条第１項の規

定により議会の議決を求めるものでございます。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議案第３５号、邑南町水道給水条例の一部改正につきまして

ご説明申し上げます。本改正は日貫簡易水道に、新たに水源地及び配水池を青笹集落に

設置したことで、青笹集落の一部に給水することができるようになったための給水区域

の改正でございます。改正点につきましては新旧対照表でご説明いたします。第２条第

３号中、鳴滝、金比羅、町中央、町第三、桜井を鳴滝、金比羅、町中央、町第三、桜井、

青笹の一部に改めるものでございます。改正文をご覧ください。附則でございますが、

条例の施行日は平成２８年４月１日としております。続きまして、議案第３６号、邑南

町下水道条例の一部改正につきまして、ご説明いたします。本改正は、下水道法施行令

の一部を改正する政令により、下水道法施行令第９条の４に規定する、下水道を使用す

る特定事業場に対する排水基準のうち、トリクロロエチレンに係る排水基準が１リット

ルにつき０．３ミリグラム以下から１リットルにつき０．１ミリグラム以下に改正され、

平成２７年１０月２１日より施行されたため、邑南町下水道条例第１０条第１９号に規

定するトリクロロエチレンの排水基準について改正するものでございます。また、同条

第３９号に規定する亜鉛及びその化合物につきましても、平成１８年１２月に排水基準

を改正する政令が施行されておりますため、亜鉛及びその化合物の排水基準を１リット

ルにつき５ミリグラム以下から１リットルにつき２ミリグラム以下に改正するものでご

ざいます。改正点につきましては新旧対照表で、ご説明いたします。第１０条第１９号



中０．３ミリグラム以下を０．１ミリグラム以下に、同条第３９号中５ミリグラム以下

を２ミリグラム以下に改めるものでございます。改正文をご覧ください。附則でござい

ますが、条例の施行日は、公布の日からとしております。以上、地方自治法第９６条第

１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

●議長（辰田直久） つぎに、議案第３７号から第３９号について提案理由の説明を求めま

す。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第３７号から議案第３９号までの提案理由をご説明申し上

げます。まず、議案第３７号、邑南町土地開発基金条例を廃止する条例について、でご

ざいますが、これは、基金を廃止し新たな基金への積み立てを行うために条例を廃止す

るものでございます。次に、議案第３８号、邑南町農地有効利用支援整備事業分担金徴

収条例の廃止について、でございますが、これは、新たな分担金徴収条例の制定に伴い

条例を廃止するものでございます。次に、議案第３９号、邑南町団体営農業基盤整備促

進事業分担金徴収条例の廃止について、でございますが、これも、新たな分担金徴収条

例の制定に伴い条例を廃止するものでございます。以上、詳細につきましては、それぞ

れ担当課長から説明させますのでよろしくお願いいたします。 
●服部総務課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 服部総務課長。 

●服部総務課長（服部導士） 議案第３７号、邑南町土地開発基金条例の廃止についてご説

明いたします。邑南町土地開発基金につきましては、旧町村において保有していたもの

を合併後も引き続き本条例により保有してまいりましたが、今日まで使用した実績もご

ざいませんし、目的となります事業の円滑な執行のための土地の先行取得も現状では、

その必要性もない状況にあり、本条例を廃止するものでございます。なお、条例廃止後

の処分につきましては、土地はそのまま普通財産として管理し、現金は本定例会に後程

提案いたします議案第４４号と議案第４５号で条例の制定の目的となります「邑南町ま

ち・ひと・しごと創生基金」と「邑南町地区別戦略資金貸付基金」に振り分け積立てを

したいと考えております。条例案の附則にありますように、廃止は公布の日としており

ます。以上、邑南町土地開発基金条例の廃止につきまして、地方自治法第９６条第１項

の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 土﨑建設課長。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議案第３８号、邑南町農地有効利用支援整備事業分担金徴収

条例の廃止及び議案第３９号、邑南町団体営農業基盤整備促進事業分担金徴収条例の廃

止につきましてご説明申し上げます。これら農地有効利用支援整備事業や団体営基盤整



備促進事業などの県単事業等につきましては、事業ごとに分担金徴収条例を設けており

ましたが、新たな県単独事業等も創設されていることから、後ほど議案第４７号で上程

いたします 邑南町土地基盤整備事業分担金徴収条例に取り纏め一元化しようとするも

のでございます。詳細につきましては議案４７号でご説明申し上げます。 

●議長（辰田直久） つぎに、議案第４０号から第４７号についての提案理由の説明を求め

ます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４０号から議案第４７号までの提案理由をご説明申し上

げます。まず、議案第４０号、邑南町行政不服審査会条例の制定について、でございま

すが、これは行政不服審査法の一部改正に伴い新たに行政不服審査会を設置するにあた

り必要な事項を定めるための条例制定でございます。次に、議案第４１号、行政不服審

査法の改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について、でございますが、これ

は行政不服審査法の一部改正に伴う関係条例を整備するための条例制定でございます。

次に、議案第４２号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴う関係

条例の整備に関する条例の制定について、でございますが、これは、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律が一部改正されたことに伴い関連する条例の整備をするための

条例制定でございます。次に、議案第４３号、邑南町職員の退職管理に関する条例の制

定について、でございますが、これは、地方公務員法の一部改正に伴い新たに職員の退

職管理に関する条例を制定するものでございます。次に、議案第４４号、一般財団法人

地域活性化センターへの研修派遣に係る職員に支給する手当に関する条例の制定につい

て、でございますが、これは、職員を一般財団法人地域活性化センターへ研修派遣させ

るため、その職員に対する手当に関する条例を制定するものでございます。次に、議案

第４５号、邑南町まち・ひと・しごと創生基金条例の制定について、でございますが、

これは、邑南町版まち・ひと・しごと創生戦略推進のため新たに基金を創設するための

条例制定でございます。次に、議案第４６号、邑南町地区別戦略資金貸付基金条例の制

定について、でございますが、これは、地域住民組織などが主体となって取り組む活動

を支援するため新たに基金を創設するための条例制定でございます。次に、議案第４７

号、邑南町土地基盤整備事業分担金徴収条例の制定について、でございますが、これは、

新たな土地基盤整備事業の費用の一部を分担金として徴収するための条例制定でござい

ます。以上、詳細につきましては、それぞれ担当課長から説明させますのでよろしくお

願いいたします。 

●服部総務課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 服部総務課長。 

●服部総務課長（服部導士） 議案第４０号、邑南町行政不服審査会条例の制定について、



ご説明いたします。この条例は、行政不服審査法の改正に伴い、地方公共団体に執行機

関の付属機関として、第三者機関を置くことが必要となり、その第三者機関として邑南

町行政不服審査会を設置するため制定するものでございます。第１条は、法に基づく設

置について、第２条は、所掌事務について、第３条は、委員５人以内での組織について、

第４条は、委員の任命、任期、解任について、第５条は、委員の守秘義務について、第

６条は、会長について、第７条は、専門委員について、第８条は、庶務を総務課に置く

ことについて、第９条は、規則委任について、第１０条は、罰則について、それぞれ規

定しています。附則で、この条例の施行日を平成２８年４月１日としております。次に

議案第４１号、行政不服審査法の改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につい

て、ご説明いたします。この条例は、行政不服審査法において不服申立てが廃止され審

査請求に一本化されたことなど行政不服審査法関連３法の改正を受け行うものでありま

して、邑南町情報公開条例、邑南町個人情報保護条例、邑南町行政手続条例、邑南町職

員の給与に関する条例、邑南町消防団員等公務災害補償条例、以上の５条例にわたり一

部改正を行うものでございます。詳細につきまして、ご説明いたしますので、新旧対照

表をご覧ください。まず、邑南町情報公開条例の一部改正でございますが、第３章にお

きまして、不服申立て等から審査請求等に改正しております。従いまして、手続きが審

査請求にすべて移行いたします。手続きの内容ですが、審査請求は、町長、教育委員会、

農業委員会、選挙管理委員会、固定資産評価審査委員会、監査委員及び議会のうち関係

する実施機関に対して行います。実施機関はこの審査請求について審査会となる邑南町

情報公開審査会に諮問するとともに、審査請求人等に諮問した旨を通知します。その後、

実施機関は審査会からの答申を受け取り、その結果に基づき裁決を行います。これれら

の内容を条例化したものでございます。なお、第２８条につきましては、審査会の審査

に際し提出された意見書や資料の取扱いについて規定しています。次の邑南町個人情報

保護条例の一部改正につきましても同様の改正となっていますが、審査会が邑南町個人

情報保護審査会となっております。次の邑南町行政手続条例の一部改正につきましては、

行政不服審査法関連３法の改正のうちの行政手続法の改正を受け、同様に改正するもの

でございます。次に邑南町職員の給与に関する条例の一部改正につきましては、審査請

求期間に係る部分ですが、行政不服審査法の改正で１４条の審査請求期間は、期間を１

月伸ばし１８条の審査請求期間とし、４５条の意義申立期間はなくなったことによる改

正でございます。次の邑南町消防団員等公務災害補償条例の一部改正につきましては、

意義申立てを審査請求にするものでございます。最初の改正文に戻っていただき、附則

でございます。この条例の施行日を法の施行日の平成２８年４月１日とし、経過措置を

設けております。次に議案第４２号、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部

改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について、ご説明いたします。この条例

は、新教育長制度へ移行するため、邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に



関する条例の一部改正と邑南町教育長の給与、勤務条件に関する条例の廃止を行うもの

でございます。詳細につきまして、ご説明いたしますので、新旧対照表をご覧ください。

まず、第１条の邑南町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改

正でございますが、第１条趣旨で教育長を加えております。また、この度の改正にあわ

せ給料の支給基準の明確化を行っております。内容といたしましては、第４条で特別職

になり給料が支給開始される際の基準を、第５条で特別職でなくなった際の給料の支給

の基準を、第６条でこれらを適用する際の給料の日割りの基準を、以上の規定を追加し

ております。この追加改正により第４条から第６条の条番号を修正してります。次に、

別表におきまして教育長を加え給料月額を５７万３千円としております。改正文に戻っ

ていただき、第２条でございます。第１条の改正により教育長は常勤の特別職になりま

すので、邑南町教育長の給与、勤務条件に関する条例を廃止するものでございます。次

に、附則でございます。当初の改正文に戻っていただき、この附則ですけれども、施行

日を平成２８年４月１日とし、経過措置を設け、教育長の現在の任期中は従前のとおり

としております。議案第４３号、邑南町職員の退職管理に関する条例の制定について、

ご説明いたします。この条例は、地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部改正が平

成２６年５月に公布され平成２８年４月１日に施行されることに伴い改正するものでご

ざいます。この改正では在職中、管理、監督の地位にあった職員に、その時の職務に関

連した業務に関し、離職後２年間、現役職員への働きかけを禁止するとともに、再就職

の就職情報の届出を義務付け、規制を行うこととしておりますが、法律の規定の中に地

方自治体の条例に委ねる部分があり、この度制定するものでございます。なお、邑南町

におきまして対象とする職員は管理職手当の支給対象となる職員としております。条例

の内容でございますが、まず、第１条で趣旨を、第２条で再就職者による依頼等の規制

として、基本的には地方公務員法により対象となる退職者について、離職前５年間の業

務に関することに関し、離職後２年間この規制を受けることになりますが、再就職先に

おいて管理・監督の職に就いている場合は、離職前の期間をなくし、管理職手当の支給

対象となっていた期間の業務すべてについて規制の対象にするとしています。次に、第

３条の任命権者への届出でございますが、対象となる退職者が、報酬を受ける地位で営

利企業以外の法人や団体に就いた場合あるいは営利企業に就いた場合は、離職後２年間、

再就職の就職情報の届出について義務付けています。次に、第４条の任命権者による報

告および公表でございますが、第３条により届け出られた就職情報は町長に報告し、公

表することを規定しております。次に、附則でございますが、施行日を平成２８年４月

１日としております。次に議案第４４号、一般財団法人地域活性化センターへの研修派

遣に係る職員に支給する手当に関する条例の制定について、ご説明いたします。この条

例は、４月１日から２年間、東京の一般財団法人地域活性化センターへ職員を１名研修

派遣することが決定されておりまして、この職員に対し、邑南町職員の給与に関する条



例に規定している手当以外の手当を支給する必要があり制定するものでございます。条

例の内容でございますが、第１条で趣旨を、第２条で支給する手当について、第３条で

別の定めへの委任を規定しています。次に、附則でございますが、施行日を平成２８年

４月１日としております。以上、５議案につきまして、地方自治法第９６条第１項の規

定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議案第４５号、邑南町まち・ひと・しごと創生基金条例

の制定についてご説明申しあげます。１ページめくっていただきまして、この基金の設

置目的でございますが、第１条に規定しております。まち・ひと・しごと創生法に基づ

く邑南町版まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進のために行う事業の財源に充てるた

めに設置するものでございます。第２条は、積立て関する規定でございます。基金とし

て積み立てる額は、当年度予算に定めた額としております。以下、第３条では基金の管

理について、第４条では運用益金の処理について、第５条では基金の処分について、第

６条では委任について規定しております。附則でございますが、施行期日は公布の日か

らとしております。また、この条例の失効についてでございますが、邑南町版総合戦略

の期間を平成３１年度までとしておりますので、これに合わせて平成３２年３月３１日

限りで失効する規定としております。また、失効した際の基金に属する現金は、一般会

計に繰り入れるものでございます。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により、議

会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。続きまして議案第４

６号、邑南町地区別戦略資金貸付基金条例の制定についてご説明申し上げます。１ペー

ジめくっていただきまして、この基金の目的でございますが、第１条に規定しておりま

す。まち・ひと・しごと創生法に基づく、邑南町版まち・ひと・しごと創生総合戦略に

掲げる１２公民館単位の各地区別戦略の実現に向けて、地域住民組織等が主体となって

取り組む活動を支援するため、この基金を設置し、資金の貸付を行うことで、地域の人

口減少に歯止めをかけるとともに、交流人口の増加を促進し、地域の活性化を図ること

を目的とするもので、定額運用基金に属するものでございます。基金の額につきまして

は、第２条で５千万円と規定しております。以下、第３条では基金の管理について、第

４条では、運用益金の処理について、第５条では基金の繰替運用について規定しており

ます。第６条では、基金の貸付対象等について規定しております。この資金は、地区別

戦略の実施主体となる自治会及び自治会の連合体、並びに自治会及び自治会の連合体か

ら地区別戦略に掲げる事業の実施について委任を受けた団体であって、原則として邑南

町内に住所を有する者を主たる構成員として組織する法人格を有する団体に対して貸付

けるものとし、貸付対象事業費は別に定めるものでございます。第７条では、貸付限度

額を１団体５００万円以内と定めております。以下、第８条では貸付条件について、第



９条では繰上償還について、第１０条では貸付け方法等に関する委任について規定して

おります。附則でございますが、施行期日は、公布の日からとしております。以上、地

方自治法第９６条第１項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。ご審議

のほどよろしくお願いいたします。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 土﨑建設課長。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議案第４７号、邑南町土地基盤整備事業分担金徴収条例の制

定、関連いたします議案第３８号、邑南町農地有効利用支援整備事業分担金徴収条例の

廃止及び議案第３９号、邑南町団体営農業基盤整備促進事業分担金徴収条例の廃止につ

きましてご説明申し上げます。農業農村整備事業のうち土地改良法第２条第２項に定め

る土地改良事業、これ以外の事業、県の補助金を受けて行う農地有効利用支援整備事業

や団体営基盤整備促進事業などの事業にかかる受益者への分担金の徴収につきまして、

事業ごと個別に分担金徴収条例を設けておりました。このたび、県単ため池安全確保事

業が創設されたこと、又今後の新規事業に備えるため、土地改良法によらない県単独事

業等にかかる分担金の徴収に関する条例を邑南町土地基盤整備事業分担金徴収条例に一

元化しようとするものであります。このため邑南町農地有効利用支援整備事業分担金徴

収条例及び邑南町団体営農業基盤整備促進事業分担金徴収条例を廃止し、本条例案を上

程するものでございます。条例の廃止は何れも平成２８年４月１日から施行することと

しております。条例案をご覧ください。第１条ではこの条例の趣旨、第２条では土地基

盤整備事業の定義を規定しております。第３条から５条で、分担金の徴収先及び額、徴

収方法を規定しております。第６条ではその過料について規定し、第７条では委任事項

を規定しております。この条例は、平成２８年４月１日から施行するものであります。

附則２項で、廃止する徴収条例にかかる過料について規定しております。以上、地方自

治法第９６6条第１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。 

●議長（辰田直久） つぎに、議案第４８号から第５０号についての提案理由の説明を求め

ます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第４８号から議案第５０号までの提案理由をご説明申し上

げます。まず、議案第４８号、邑南町第２次総合振興計画の制定について、でございま

すが、これは、新たな１０年間の邑南町のまちづくりのための基本構想、基本計画を定

めた第２次総合振興計画案について、議会の議決を求めるものでございます。次に、議

案第４９号、邑南町過疎地域自立促進計画の制定について、でございますが、これは、

新たな総合振興計画案について、５年間の新たな事業計画を定めた過疎地域自立促進計

画案について、議会の議決を求めるものでございます。次に、議案第５０号、邑南町地



域保健福祉計画の一部変更について、でございますが、これは、地域福祉計画、高齢者

福祉計画及び障がい者計画を改めるための計画の一部変更について議会の議決を求める

ものでございます。以上、詳細につきましては、それぞれ担当課長から説明をさせます

のでよろしくお願いいたします。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長 議案第４８号、邑南町第２次総合振興計画の制定についてご説明申

し上げます。はじめに、策定経過でございます。本町では、合併の際に定められた新町

まちづくり計画を元に、平成１８年から平成２７年までの１０年間を期間とする邑南町

第１次総合振興計画を制定し各種施策・事業を推進してきました。本年度この計画期間

が満了することから、町の将来を展望し、今後も総合的かつ計画的な行政運営を図るた

めの指針として邑南町第２次総合振興計画を策定することとしました。時を同じくして、

国からはまち・ひと・しごと創生法に基づく地方版総合戦略の策定が求められ、また、

合わせて町の総合振興計画の実施計画に位置付けております過疎地域自立促進計画につ

きましても改定の年となっていることから、これらの計画を並行して策定することとし

ました。本計画の策定に当りましては、庁舎内でプロジェクトチームを立ち上げるとと

もに、広く住民の皆さまから意見を伺うため、昨年５月から７月にかけて、アンケート

調査を実施するとともに、町政座談会の形式をグループでの意見交換方式に変え、町内

１２公民館単位に開催しました。また、各種団体の皆さまとの意見交換の場や地方創生

に関する講演会など、積極的に開催してまいりました。８月には、町長から邑南町振興

計画審議会に対しまして、基本構想及び基本計画について諮問をさせていただきました。

審議会では、５回の審議をかさねていただき、先般２月２５日に、審議会の田中正規会

長から町長に対して答申をいただいたところでございます。内容について説明させてい

ただきます。本計画の構成は、序論、基本構想、基本計画で構成しております。計画書

２ページをお開きください。序論の第１章でございますが、計画策定の趣旨、計画の基

本的性格と役割、計画の構成と期間を記載しております。計画の期間は、基本構想、基

本計画ともに平成２８年度から平成３７年度までの１０年間としております。計画書２

１ページからが基本構想となっております。ページの方２２ページをお開きください。

まちづくりの基本理念でございますが、第１次総合振興計画では、合併後のまちづくり

の基本理念として、旧三町村が展開してきた特色あるまちづくりの成果を最大限に尊重

し、それぞれの個性を生かしながら、さらなる発展と自立したまちづくりをめざすため、

和することを町是とし、和のまちづくりを進めることを掲げました。平成１９年３月に

制定した邑南町まちづくり基本条例においても、邑南町民憲章にのっとり和のまちづく

りを実現するため、町民と町の相互の協働による自立した地域社会の実現をめざす、と

しており、本計画においても、和のまちづくりを基本理念に掲げ、町民主体のまちづく



り・町民と町の協働のまちづくりを進めていくこととしております。２６ページをお開

きください。まちの将来像とまちづくりのテーマでございます。本町の、豊かな自然環

境、個性のある伝統文化、地域に根ざした教育環境や暮らしぶりなど、邑南町らしさを

高め、次の世代に伝えることで暮らしてみたい、帰ってきたい、暮らしてよかった、暮

らし続けたいと誰もが思える笑顔あふれる元気で活力のあるまちづくりを進めるため、

まちづくりのテーマを心かよわせともに創る邑南の郷としました。２７ページからまち

づくりの基本目標を掲げております。２９ページの施策体系をご覧ください。まちづく

りの基本目標を６項目掲げております。基本目標１として、地域が自立し、未来へ共に

歩む協働のまち、基本目標２として 豊かな自然と共生し、安心して住み続けられるま

ち、基本目標３として ふるさとを学び、人と文化を育む心豊かなまち、基本目標４と

して 地域資源を生かした活力あふれるまち、基本目標５として 交流と暮らしを支え

る利便性の高いまち、基本目標６として 地域で支え合い誰もが健康で生涯元気なまち、

でございます。基本目標ごとに施策を掲げております。それぞれの施策が３１ページ以

降の基本計画のタイトルとなっております。３０ページをお開きください。将来人口の

目標値として、本計画の最終年平成３７年の人口を１万５００人としております。３１

ページからが、基本計画でございます。理念やまちづくりのテーマを図案化して示させ

て頂いております。基本計画は、基本目標の６項目を基本として章立てを行い、各施策

に対して現状と課題及び今後の方向性を記載しております。また、第７章としまして、

財政計画を記載しております。なお、本計画は、邑南町議会基本条例第８条に規定され

ております、基本構想の制定及び基本計画の制定に該当するものでございます。以上、

地方自治法第９６条第２項及び邑南町議会基本条例第８条の規定により議会の議決を求

めるものでございます。よろしくお願いいたします。続きまして、議案第４９号邑南町

過疎地域自立促進計画の制定についてご説明申し上げます。はじめに、策定の経過でご

ざいます。国の過疎対策としましては、昭和４５年に過疎地域対策緊急措置法が制定さ

れて以来、過疎地域に対する特別措置が講じられてきました。平成２２年４月には執行

期限を平成２７年度までの６年間延長する、過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正

する法律が施行されたところでございます。さらに、平成２４年には、東日本大震災の

影響を考慮して、執行期限を平成３２年度まで延長する法改正が行われたところでござ

います。本計画は、過疎地域自立促進特別措置法第６条に基づく市町村計画として制定

するもので、この計画に基づいて実施される事業に対しては国の財政支援が講じられる

ものでございます。本町では、過疎地域自立促進計画を総合振興計画の実施計画として

位置付けており、本計画は、邑南町第２次総合振興計画との整合性を考慮するとともに、

まち・ひと・しごと創生法に基づく、邑南町版の総合戦略に掲げる定住支援、地域づく

り、結婚・子育て支援、しごとづくり、広域連携などの事業推進も視野に入れて策定し

ております。計画案につきましては、１月７日から２月７日までの間、パブリックコメ



ントによる意見募集を行い、1名の方からご意見をいただきました。また、過疎地域自立

促進特別措置法第６条第４項の規定に基づき、島根県と事前協議を行っており、２月２

５日付で協議の完了通知をいただいたところでございます。計画の構成でございますが、

国から示された作成例に基づいております。計画書の1ページからでございますが、１基

本的な事項として、邑南町の概況、人口及び産業の推移と動向、行財政の状況などを記

載しております。１５ページでございますが、地域の自立促進の基本方針でございます、

第２次総合振興計画の基本構想との整合性を考慮し、６項目の基本目標を掲げておりま

す。１９ページでございます、計画の期間でございますが、これは法律の期間に合わせ

て平成３３年３月３１日までの５年間としております。２０ページからが具体的な計画

となっております。産業の振興、交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進、

生活環境の整備、高齢者等の保健及び福祉の向上及び推進、医療の確保、教育の振興、

地域文化の振興、集落の整備について、ハード、ソフト両面からきめ細かな対策を講じ

ることとしております。以上、過疎地域自立促進特別措置法第６条第１項の規定により

議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●沖福祉課長（沖幹雄） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 沖福祉課長。 

●沖福祉課長 議案第５０号、邑南町地域保健福祉計画の一部変更についてご説明いたし

ます。邑南町地域保健福祉計画は、邑南町の保健福祉分野の６つの計画を盛り込んだ総

合的な計画でございます。このうち、今年度末で５年間の計画期間の終わるものが３計

画ございます。この改定について、今年度、邑南町地域保健福祉計画推進協議会を５回

開催していただき、改定案の作成に取り組んでまいりました。具体的に今回改定する部

分は、総論と、各論の地域福祉計画、高齢者福祉計画、障がい者計画でございます。計

画案につきまして、本年１月２６日から２月２４日までパブリックコメントを実施し、

２月２５日の邑南町地域保健福祉計画推進協議会で最終的な計画案がまとまりました。

本計画の改廃につきましては、邑南町議会基本条例第８条におきまして、地方自治法第

９６条第２項の議会の議決事件とされておりますので、議会の議決を求めるものでござ

います。よろしくお願いいたします。 

●議長（辰田直久） つぎに、議案第５１号についての提案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第５１号、工事請負契約の変更契約の締結について、でござ

いますが、これは、平成２６年度公共土木施設災害復旧事業、明泉谷川３号箇所河川災

害復旧工事にかかる工事請負変更契約の締結について、議会の議決を求めるものでござ

います。すでに、相手方と仮変更契約を結んでおりますので、ご審議のほどよろしくお

願いします。詳細につきましては、建設課長から説明させますので、よろしくお願いい



たします。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 土﨑建設課長。 

●土﨑建設課長（土﨑由文） 議案第５１号、工事請負契約の変更契約の締結についてご説

明申し上げます。これは、邑南町日和地内で施工中の、平成２６年度公共土木施設災害

復旧事業、明泉谷川３号箇所河川災害復旧工事（２５災１１３７号）の工事につきまし

て、出来高精算により変更が生じたため工事請負契約額の減額変更をお願いするもので

ございます。主な変更内容は、河床の岩盤が想定より浅い位置で発現したため、ブロッ

ク積の面積が減少したことによるものでございます。このため、工事請負契約額を、１

０８万円減額し、変更後の工事請負契約額を８千２０８万円で邑南町矢上５８２４番地

４、株式会社溝辺組、代表取締役、溝辺達仁氏と、２月２２日に仮契約をしております。

以上、工事請負契約を締結したいので、地方自治法第９６条第１項及び邑南町の議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により議会の議

決をお願いするものでございます。 

●議長（辰田直久） 説明の途中でございますが、ここで休憩に入らせて頂きます。再会は 

午後２時３０分とさせて頂きます。 

―― 午後２時１８分 休憩 ―― 
―― 午後２時３０分 再開 ―― 

●議長（辰田直久） 再会をいたします。つぎに、議案第５２号から第５８号についての提

案理由の説明を求めます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第５２号から議案第５８号までの提案理由をご説明申し上

げます。議案第５２号、平成２７年度邑南町一般会計補正予算第７号は、歳入歳出それ

ぞれ７千７４３万６千円を追加するものでございます。議案第５３号、平成２７年度邑

南町国民健康保険事業特別会計補正予算第４号は、歳入歳出それぞれ２千２３４万１千

円を追加するものでございます。議案第５４号、平成２７年度邑南町国民健康保険直営

診療所事業特別会計補正予算第３号は、歳入歳出それぞれ７万６千円を追加するもので

ございます。議案第５５号、平成２７年度邑南町後期高齢者医療事業特別会計補正予算

第３号は、歳入歳出それぞれ２１０万７千円を追加するものでございます。議案第５６

号、平成２７年度邑南町簡易水道事業特別会計補正予算第４号は、歳入歳出それぞれ１

千１３万１千円を減額するものでございます。議案第５７号、平成２７年度邑南町下水

道事業特別会計補正予算第４号は、歳入歳出それぞれ２８４万１千円を減額するもので

ございます。議案第５８号、平成２７年度邑南町電気通信事業特別会計補正予算第４号

は、歳入歳出それぞれ８３万円を追加するものでございます。以上、詳細につきまして



は、それぞれ、担当課長から説明させますのでよろしくお願いいたします。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長（日高輝和） 議案第５２号、平成２７年度邑南町一般会計補正予算第

７号についてご説明申しあげます。予算書の１ページをお開きください。第１条の歳入

歳出予算の補正額でございますが、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７千７４

３万６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を１２７億５千６４１万円とするものでござ

います。歳入歳出予算補正の区分及び金額につきましては、２ページから５ページの第

１表歳入歳出予算補正に記載しております。なお、詳細につきましては、後ほど事項別

明細書の方でご説明申しあげます。以下、第２条で繰越明許費の設定、第３条で債務負

担行為の補正、第４条で地方債の補正がございます。ページ６ページをお開きください。

第２表繰越明許費でございます。国の補正予算で計上されている交付金などを受けて実

施する事業や、災害復旧事業等で当初予定しておりました期間での事業実施が困難とな

った事業につきまして、翌年度への繰り越しを行うものでございます。金額はそれぞれ

限度額でございます。２款総務費１項総務管理費でございますが、平成２７年度第６号

補正予算に計上しております庁舎内情報システム強靭化事業で、１千１９０万１千円を

設定しております。次に、６款農林水産業費１項農業費でございます。大雪による農業

災害復旧特別対策事業費、農地有効利用支援整備事業及び団体営農業基盤整備促進事業

費合わせて７千５２０万７千円を設定しております。８款土木費でございます。１項の

土木管理費につきましては、雪害対策費で１千７９０万円を設定しております。２項の

道路橋りょう費でございますが、伏谷線災害防除事業及び石見中央線災害防除事業は、

国の補正予算に計上された社会資本整備総合交付金を活用して行うものでございます。

災害関連の田代有安線を合わせて３千５８万８千円でございます。次に、３項河川費の

中山川護岸改修費で４３０万円を設定しております。また、４項住宅費は、公営住宅建

設費の布施住宅で４千４１２万１千円を設定しております。１０款教育費でございます

が、石見東小学校の改修工事で、４８８万２千円を設定しております。１１款災害復旧

費では、現年補助災の公共土木災害復旧事業費で８３４万３千円を設定しております。

繰越明許費は合計で、１億９千７２４万２千円でございます。７ページをお開きくださ

い。第３表債務負担行為でございます。追加分としまして、平成２７年度雪害対策資金

に係る島根県農業信用基金協会に対する損失補償金で、期間は平成２９年度から平成４

６年度、限度額は代位弁済額の６分相当額でございます。これは、島根県農業信用基金

協会債務保証強化事業の対象となるもので、代位弁済額の６％について、万一返済が不

可能となった場合に邑南町が負担する限度額として債務負担行為を設定させていただく

ものでございます。８ページをお開きください。第４表地方債補正でございます。変更

分として、観光施設整備事業債がいこいの村耐震補強等事業の完了に伴い７０万円減額



の２億６千万円でございます。基盤整備促進事業債でございますが、県営中山間地域総

合整備事業費外４事業の県営事業負担金の決定に伴い２千９４０万円減額の４千２２０

万円でございます。次に、石見ライスセンター改修事業債につきましては、事業費の確

定に伴い、３５０万円減額の２千１８０万円でございます。道路改良舗装事業債でござ

いますが、伏谷線災害防除事業及び石見中央線災害防除事業分としまして、９００万円

増額で１億１千４１０万円でございます。消防施設整備事業債は、増額分としまして、

耐震性貯水槽整備事業が２９０万円、一方、減額分としまして、県の総合防災システム

負担金が７４０万円で、合わせまして４５０万円減額の２千６９０万円でございます。 

 これによりまして地方債の限度額の合計は、補正前の限度額１４億２千７３０万円から

２千９１０万円を減額して、１３億９千８２０万円とするものでございます。次のペー

ジの右側からが予算に関する説明書でございます。表紙をめくっていただきますと事項

別明細書となっております。説明の方は５ページからさせていただきます。はじめに歳

入でございます。主なものを説明させて頂きます。１款町税でございますが、滞納繰越

分の増額補正を行っております。２款地方譲与税から７款ゴルフ場利用税交付金でござ

いますが、交付決定見込額による補正でございます。７ページをお開きください。地方

交付税でございます。追加交付決定分として７９４万５千円を増額計上しております。

１２款分担金及び負担金でございますが、１項分担金の農林水産業費分担金につきまし

ては、８３５万円の減額補正でございます。この内８７５万円は、対象となる農地有効

利用支援整備事業などの県事業の進捗が遅れていることに伴い、分担金の徴収を延期す

るものでございます。２項負担金は、決算見込み額に基づいて補正を行っております。

また、１３款使用料及び手数料につきましても決算見込みに基づくものでございます。

９ページをお開きください。１４款国庫支出金の１項国庫負担金は、いずれも交付見込

額により補正を行っております。３民生費国庫負担金は、国民健康保険基盤安定負担金

の増額補正でございます。また、災害復旧費国庫負担金は施越分の負担金の決定による

ものでございます。国庫負担金は、合計で２千５０７万１千円の減額でございます。２

項国庫補助金でございますが、それぞれ交付見込額により補正を行っております。８土

木費国庫補助金でございますが、国の補正予算に基づき社会資本整備総合交付金を１千

１９０万７千円増額しております。国庫補助金は合計で１千５３４万４千円の増額でご

ざいます。１５款県支出金、１項県負担金でございます。こちらも、交付見込額により

補正を行っております。３民生費県負担金は、国民健康保険基盤安定負担金の増額補正

でございます。１１ページをお開きください。６農林水産業費負担金は、地籍調査事業

費負担金の減額でございます。県負担金は、合計で４２８万４千円の減額でございます。

続きまして、２項県補助金でございますが、それぞれ交付決定見込額に基づき補正を行

っております。６農林水産業費県補助金につきましては、１千８２０万１千円の減額で

ございます。主な内訳としましては、農業復旧対策事業費が１千７５万１千円、農地有



効利用支援整備事業費補助金が３１５万円の減額などでございます。１３ページをお開

きください。11災害復旧費県補助金は、過年度精算分の増額でございます。県補助金は、

合計で１２３万６千円の減額補正でございます。１６款財産収入につきましては、基金

利子及び財産売払い収入の決算見込みによる補正でございます。１５ページをお開きく

ださい。１８款繰入金、２項基金繰入金でございますが、１財政調整基金繰入金を１千

６５２万９千円減額しております。一般財源の増額分などにより調整するものでござい

ます。次に、２３土地開発基金繰入金でございます。基金の廃止に伴いまして、現金部

分の２億４０４万５千円を繰り入れるものでございます。２０款諸収入につきましても、

決算見込額に基づいて補正を行っております。４項の受託事業収入でございますが、公

社造林及び森林総合研究所造林受託事業費が合わせて４千４１６万５千円の減額でござ

います。１７ページをお開きください。５項雑入は、合計で７９３万１千円の減額でご

ざいます。２１款町債でございますが、先ほど地方債補正でご説明いたしましたので省

略させていただきます。続きまして１９ページをお開きください。歳出でございます。

１款議会費につきましては８万６千円の増額補正でございます。職員給与費の補正でご

ざいますが、人事院勧告に基づく職員手当等の補正でございます。以下職員給与費につ

きましては、それぞれの費目で必要額を計上しております。２款総務費１項総務管理費

でございます。１一般管理費でございますが、新たに、基金積立金としまして、まち・

ひと・しごと創生基金を１億５千４０４万５千円、地区別戦略資金貸付基金を５千万円

計上しております。いずれも、まち・ひと・しごと創生法に基づく邑南町版の総合戦略

の推進を図るため積み立てるものでございます。以下、決算見込みに基づく補正でござ

います。１項総務管理費は、合計で２億１５２万２千円の増額補正となっております。 

２１ページをお開きください。２項徴税費、３項戸籍住民基本台帳費、４項選挙費につ

きましても、人件費及び事業の決算見込みに基づく補正でございます。２３ページをお

開きください。３款民生費１項社会福祉費でございます。社会福祉総務費では、２千７

２２万６千円の増額補正でございます。主な要因は、国民健康保険事業特別会計繰出金

の増額でございますが、国及び県の基盤安定負担金を財源として、財政安定化支援など

に繰出しをするものでございます。以下、人件費及び決算見込み額に基づく補正でござ

います。２５ページをお開きください。２項児童福祉費でございます。２児童福祉措置

費でございますが、保育単価の改定に伴い保育所措置費の増額分を計上しております。

２７ページをお開きください。４款衛生費、１項保険衛生費でございます。人件費及び

事業の決算見込みに基づく補正でございます。２９ページをお開きください。６款農林

水産業費１項農業費でございます。３農業振興費につきましては、それぞれの事業の決

算見込みに基づく補正でございます。補正額は、３千６３万９千円の減額でございます。 

 主なものでございますが３０ページの説明欄をご覧ください。増額分としまして、００

１農林総合事業費が県事業の上乗せ助成などで１７８万５千円の増額、００５多面的機



能支払事業での交付金の返還金が１１６万８千円などでございます。減額分としまして

は、０２４農業復旧対策事業費の確定に伴い、２千１４９万７千円の減額、０２２石見

ライスセンター改修事業補助金の確定に伴い、３５７万７千円の減額、０２０経営体育

成事業につきましては事業対象が無かったため３００万円の減額などとなっておりま

す。５農地費につきましては、下水道事業特別会計繰出金の補正に加え、農業基盤整備

等の県事業負担金の交付決定に伴い、２千４９２万６千円の減額でございます。また、

６農業基盤整備費につきましても、県営事業負担金の決定に伴う減額でございます。３

１ページをお開きください。８地籍調査費につきましても、人件費及び決算見込みに基

づく補正でございます。２項林業費でございますが、１林業総務費では、邑智郡森林組

合の出資配当金を出資金に振り替えるなどで１２万５千円の増額でございます。２林業

振興費では、森林総合研究所造林受託事業費及び公社造林受託事業費などの決算見込み

に伴い、４千７９２万１千円の減額補正でございます。３３ページをお開きください。

７款商工費１項商工費でございます。事業の決算見込みに基づく補正でございます。８

款土木費１項土木管理費でございますが、人件費及び決算見込みに基づく補正でござい

ます。２項道路橋りょう費で２千５６８万１千円の増額補正でございます。３６ページ

の説明欄でございますが、０１８伏谷線災害防除事業が７７７万９千円、０１９石見中

央線災害防除事業が１千７７６万１千円の増額でございます。国の補正予算を受けて実

施する町道改良事業でございます。３５ページでございますが、３項河川費では、砂防

費で県単急傾斜地崩壊防止対策事業費負担金の増額でございます。４項住宅費でござい

ます。人件費及び決算見込みに基づく補正でございます。３７ページをお開きください。

３住宅政策費につきましては、集落振興対策助成事業の件数の減などにより、８７１万

６千円の減額補正でございます。９款消防費でございます。４防災費では、県の総合防

災システム負担金の減額補正でございます。１０款教育費でございますが、人件費の補

正でございます。３９ページをお開きください。３項中学校費でございますが、就学援

助費について、決算見込みに基づき５１万２千円の増額補正でございます。４１ページ

をお開きください。１１款災害復旧事業費につきましては、人件費の補正でございます。

４２ページでございます。１２款公債費の利子でございますが、利子を１千６７３万４

千円減額しております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求

めるものでございます。よろしくお願いいたします。  

●種町民課長（種文昭） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 種町民課長。 

●種町民課長（種文昭） 議案第５３号、平成２７年度邑南町国民健康保険事業特別会計補

正予算第４号についてご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。歳入

歳出予算の補正でございますが、歳入歳出それぞれ２千２３４万１千円を追加し、総額

を歳入歳出それぞれ１６億６千４９万６千円とするものでございます。詳細につきまし



ては、予算に関する説明書の事項別明細書４ページをお開きください。まず、歳入でご

ざいます。４款の国庫支出金につきましては、国庫負担金の療養給付費負担金を、一般

被保険者の医療費の増額分の財源として、１５１万６千円増額しております。国庫補助

金の財政調整交付金も、同じく３３万１千円増額しております。５款の県支出金でござ

いますが、県補助金の財政調整交付金も、同じく２８万４千円増額しております。９款

の繰入金でございますが、国民健康保険事業基金繰入金につきまして、一般会計からの

繰入金の増額に伴い、５８５万円減額しております。６ページをお開きください。一般

会計繰入金につきましては、保険基盤安定繰入金が、国の財政支援の拡充により増額と

なりましたので、合わせて２千５８０万３千円増額しております。１１款諸収入の雑入

でございますが、所得の修正申告による一部負担割合の変更に伴う保険給付の返還金で、

２５万７千円の増額でございます。次に、８ページをお開きください。歳出でございま

す。１款の総務費でございますが、人事院勧告により職員手当等を１７万８千円増額し

ております。２款の保険給付費でございますが、一般被保険者療養給付費は、年間の医

療費推計で予算不足が見込まれますので３６２万円増額しております。一般被保険者高

額療養費でございますが、これも同じく１１１万４千円増額しております。一般被保険

者高額介護合算療養費も同じく、６千円増額しております。６款の共同事業拠出金でご

ざいますが、共同事業医療費拠出金は、拠出金の確定に伴い、３６万３千円増額してお

ります。１０ページをお開きください。９款、諸支出金の償還金は、平成２６年度の療

養給付費等国庫負担金の確定に伴う返還金等で、１千７０６万円の増額でございます。

続きまして、議案第５４号、平成２７年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計

補正予算第３号についてご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。歳

入歳出予算の補正でございますが、歳入歳出それぞれ７万６千円を追加し、総額を歳入

歳出それぞれ６千４２７万５千円とするものでございます。詳細につきましては、予算

に関する説明書の事項別明細書、４ページをお開きください。歳入の３款繰入金でござ

いますが、一般会計繰入金につきまして、阿須那診療所運営費補てん分を７万６千円増

額しております。次に、６ページをお開きください。歳出でございます。１款の総務費

でございますが、人事院勧告により職員手当等、共済費、合わせて７万６千円増額して

おります。続きまして、議案第５５号、平成２７年度邑南町後期高齢者医療事業特別会

計補正予算第３号についてご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。

歳入歳出予算の補正でございますが、歳入歳出それぞれ２１０万７千円を追加し、総額

を歳入歳出それぞれ３億５千４１４万１千円とするものでございます。詳細につきまし

ては、予算に関する説明書の事項別明細書４ページをお開きください。まず、歳入でご

ざいます。４款、繰入金の一般会計繰入金、療養給付費負担金繰入金を２１０万７千円

増額しております。次に、６ページをお開きください。歳出でございます。２款、後期

高齢者医療広域連合納付金の療養給付費負担金でございますが、負担金の確定により、



２１０万７千円増額しております。以上、３議案につきまして、地方自治法第９６条第

１項の規定により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長 議案第５６号、平成２７年度 邑南町簡易水道事業特別会計補正予算第

４号につきまして、ご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。第１条

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１千１３万１千円を減額し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ６億５千７７４万円とするものでございます。歳入歳出予算の

補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１

表歳入歳出予算補正によるものでございます。第２条、地方債の変更は、第２表地方債

補正によるものでございます。４ページをお開きください。第２表、地方債補正でござ

います。簡易水道事業債の限度額を補正前１億６千８００万円から７５０万円減額し、

補正後の限度額を１億６千５０万円とするものでございます。主な補正につきまして、

ご説明申し上げます。事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございますが、

一般会計繰入金が２９１万１千円の減額でございます。雑入が、２８万円の増額でござ

います。これは自動車損害共済金でございます。簡易水道事業債につきましては、公営

企業会計法適用事業費の確定により７５０万円の減額でございます。６ページをお開き

ください。歳出の一般管理費でございますが、１千１３万１千円を減額しております。

職員給与費の補正は人事院勧告によるものでございます。需用費が１９１万７千円の増、

これは施設修繕料等の増によるものでございます。委託料が、６５６万円の減、備品購

入費が４９１万７千円の減、公営企業会計システム、料金システムの導入費用の確定に

よるものでございます。公課費は、８５万７千円の減、消費税申告額の確定による減額

でございます。続きまして、議案第５７号 平成２７年度邑南町下水道事業特別会計 

補正予算第４号につきまして、ご説明申し上げます。予算書の１ページを、お開きくだ

さい。歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２８４万１千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ９億３千１６８万３千円とするものでございます。歳入歳

出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、第１表、歳入歳出予算補正によるものでございます。主な補正につきまして、ご説

明申し上げます。事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございますが、一

般会計繰入金が２８４万１千円の減額でございます。６ページをお開きください。歳出

でございますが、生活排水処理事業一般管理費等の職員給与費の補正は人事院勧告によ

るものでございます。農業集落排水事業一般管理費の委託料が４０万円の減、施設管理

委託の契約に伴う減額でございます。下水道事業一般管理費は、公課費が２６０万円の

減、消費税申告額の確定によるものでございます。以上、地方自治法第９６条第１項の

規定により、議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 



 

 

●服部総務課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 服部総務課長。 

●服部総務課長（服部導士） 議案第５８号、平成２７年度邑南町電気通信事業特別会計補

正予算第４号について、ご説明いたします。予算書の１ページをお開きください。歳入

歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８３万円を追加し、歳入歳出予算の総額を、歳入

歳出それぞれ４億８千４８９万３千円とするものでございます。詳細につきましては、

事項別明細書の４ページ５ページをお開きください。この度の補正は、人事院勧告に基

づく人件費一時金の０．１月分の年度内支給に係る増額とNHK受信料の増額につきまし

て、修正を行っております。まず、歳入でございますが、２款の使用料及び手数料につ

きましては、ＮＨＫ受信料を８０万円の増額、６款の繰入金につきましては、人件費分

として３０万円の増額でございます。次に、６ページ７ページをお開きください。歳出

でございます。１款の総務費の一般管理費でございますが、３節の職員手当等は人勧分

で３万円の増額、１４節の使用料及び賃借料は、ＮＨＫ受信料支払費で８０万円の増額

でございます。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるもの

でございます。 

●議長（辰田直久） つぎに、議案第５９号から第６５号についての提案理由の説明を求め

ます。 

●石橋町長（石橋良治） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 石橋町長。 

●石橋町長（石橋良治） 議案第５９号から議案第６５号までの提案理由をご説明申し上

げます。議案第５９号、平成２８年度邑南町一般会計予算は、歳入歳出それぞれ１１４

億３千３百万円とするものでございます。議案第６０号、平成２８年度邑南町国民健康

保険事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ１５億９千９百万円とするものでございま

す。議案第６１号、平成２８年度邑南町国民健康保険直営診療所事業特別会計予算は、

歳入歳出それぞれ５千７百万円とするものでございます。議案第６２号、平成２８年度

邑南町後期高齢者医療事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ３億６千９百万円とする

ものでございます。議案第６３号、平成２８年度邑南町簡易水道事業特別会計予算は、

歳入歳出それぞれ６億４千９百万円とするものでございます。議案第６４号、平成２８

年度邑南町下水道事業特別会計予算は、歳入歳出それぞれ８億４千４百万円とするもの

でございます。議案第６５号、平成２８年度邑南町電気通信事業特別会計予算は、歳入

歳出それぞれ４億４千４百万円とするものでございます。詳細につきましては、それぞ

れ、担当課長から説明させますのでよろしくお願いします。 

●日高企画財政課長 議長、番外。 



●議長（辰田直久） 日高企画財政課長。 

●日高企画財政課長 議案第５９号平成２８年度邑南町一般会計予算についてご説明申

しあげます。予算書の１ページをお開きください。第１条、歳入歳出予算の総額でござ

いますが、歳入歳出それぞれ１１４億３千３００万円と定めるものでございます。第２

項、歳入歳出予算の区分及び金額につきましては、２ページから７ページの、第１表歳

入歳出予算に記載しております。なお、詳細は後ほど事項別明細書でご説明申しあげま

す。第２条、地方債でございますが、第２表でご説明申し上げます。第３条、一時借入

金でございますが、限度額を２０億円としております。第４条、歳出予算の流用でござ

いますが、人件費のみ同一款内での流用を認めることとしております。次に、ページの

方めくっていただきまして、８ページをお開きください。第２表地方債でございます。

上の方から、移動通信用鉄塔施設整備事業債３千３０万円は、携帯電話エリア整備事業

に充てるものでございます。過疎地域自立促進特別事業債でございますが、２億９千９

３０万円を計上しております。これはいわゆる過疎ソフト事業債でございます。交通施

設整備事業債１千４０万円は、生活交通確保対策事業の駅バス停改修整備事業に充てる

ものでございます。続きまして、基盤整備促進事業債８千４４０万円は、農業基盤整備

促進事業費及び農道改修事業費などに充てるものでございます。県営林道整備事業債１

千万円は、県営林道三坂小林線の負担金でございます。道路改良舗装事業債１億２千８

２０万円は、町道高見宇都井線外１３路線の改良及び橋梁長寿命化事業に充てるもので

ございます。公営住宅建設事業債４千７８０万円は、既設公営住宅ストック改善事業及

び森実住宅建設事業に充てるものでございます。続きまして、消防施設整備事業債１千

８６０万円は防火水槽及び島根県総合防災システム負担金などに、消防車両整備事業債

２千７１０万円は消防団の消防積載車の更新に充てるものでございます。小学校大規模

改修事業債１００万円は、阿須那小学校屋上改修事業に充てるものでございます。スク

ールバス整備事業債８４０万円は、市木線の車両更新費に充てるものでございます。給

食センター整備事業債８１０万円は、運搬車両の更新及び調理関係備品の更新に充てる

ものでございます。中学校大規模改修事業債６２０万円は、瑞穂中学校体育館の屋根改

修事業に充てるものでございます。教員住宅建設事業債３千５０万円は、口羽地区の教

員住宅建設事業に充てるものでございます。また、中学校体育施設改修事業債１千４４

０万円は、石見中学校体育館のバスケットゴールの改修などに充てるものでございます。

社会教育施設改修事業債８００万円は、久喜林間学舎及び青少年旅行村の改修に充てる

ものでございます。次に、文化財保全事業債２千２５０万円は、旧山崎家住宅改修事業

及び久喜製錬所跡煙道保存処理事業に充てるものでございます。最後に、臨時財政対策

債が３億２９３万７千円。合計しまして１０億５千８１３万７千円で、対前年比３億４

千２８０万７千円の減額でございます。次のページから予算に関する説明書でございま

す。説明の方は７ページからさせていただきます。７ページをお開きください。まず歳



入でございます。主なもののみ説明させていただきます。１款の町税でございますが、

科目によって増減がございます。全体では前年比４４７万９千円の増額と見込んでおり

ます。９ページをお開きください。２款の地方譲与税から１１ページの９款地方特例交

付金までは国の地方財政計画などを参考に予算計上をしております。１３ページをお開

きください。１０款地方交付税でございます。地方交付税全体では、１億５千９７５万

３千円減額の６２億９千４８０万６千円を計上しております。この内、普通地方交付税

につきましては、国の地方財政計画及び県の資料により算定しております。一部増額要

素はあるものの、合併特例措置の漸減などにより、大きく減額となる見込として算定し

ておりまして、前年度に比べ４．２％減の５５億７千４８０万６千円と見込んでおりま

す。一方、特別地方交付税は前年度に比べ１３．８％増の７億２千万円を見込んでおり

ます。１２款分担金及び負担金でございますが、分担金につきましては、移動通信用鉄

塔施設整備事業に係る分担金の増額などにより、１千５９２万円増額の、３千８２１万

７千円を見込んでおります。ぺージの方１９ページをお開きください。１４款国庫支出

金、１項国庫負担金でございますが、災害復旧費国庫負担金の減額などにより、対前年

度２億１千２９９万８千円減額の４億５千３７２万４千円を計上しております。２１ペ

ージをお開きください。２項国庫補助金でございますが、２総務費国庫補助金では、地

方創生推進交付金として、２千２００万円を計上しております。まち・ひと・しごと創

生総合戦略事業などに充てるものでございます。３の民生費国庫補助金は、対前年９千

７３４万４千円増額の１億２千５６２万３千円でございます。要因としましては、年金

生活者等支援臨時福祉給付金給付事業の新設などでございます。また、８土木費国庫補

助金では、社会資本整備総合交付金の増額により、対前年度３千２７１万７千円増額の

２億５千５４０万３千円を計上しております。２３ページをお開きください。１５款県

支出金、１項県負担金でございますが、国民健康保険基盤安定負担金などの増額により、

対前年度２千１６８万６千円増額の３億２千８４万３千円を計上しております。２５ペ

ージをお開きください。２項県補助金でございます。２総務費県補助金では、携帯電話

等エリア整備事業補助金などにより、６千４６２万８千円の増額でございます。３民生

費県補助金では、県の保育料軽減事業の新設などにより、６８１万４千円の増額でござ

います。６農林水産業費県補助金でございますが、対前年度１億１千１２５万１千円減

額の３億７千５０１万９千円を計上しております。主な減額要因としましては、農道後

木屋線の改修事業、畜産クラスター事業などの終了に伴う減額が６千２９０万７千円、

中山間地域等直接支払制度事業費補助金及び機構集積協力金の減額が５千２９６万６千

円などでございます。２７ページをお開きください。県補助金合計では４千６０３万５

千円減額の５億５千４３７万１千円としております。２９ページをお開きください、１

６款財産収入、１項財産運用収入でございますが、３１ページでございます。４１９万

６千円増額の１千２４５万６千円を計上しております。地域振興基金積立金利子の増額



を見込んでおります。１７款寄付金でございますが、３３ページをお開きください。ふ

るさと寄付金を２千万円計上し、合計で２千万６千円でございます。１８款繰入金、２

項基金繰入金でございます。財源調整のため財政調整基金からの繰入を１億４千３６２

万６千円計上しております。２減債基金繰入金につきましては、これまで、５億円を超

える起債事業の償還の一部に充てるため基金に積み立てていた内７千１９０万円を繰り

入れるものでございます。また、１３ふるさと基金繰入金を１千３００万円計上してお

ります。寄付された方のご意向に沿うよう、子育て環境の充実を図るための事業などに

活用させていただくこととしております。３５ページをお開きください。２２まち・ひ

と・しごと創生基金繰入金としまして、平成２７年度第７号補正予算で積み立てるもの

から、３千万円を繰入れることとしております。基金繰入金の合計額でございますが、

対前年度２億４千８１７万１千円増額の２億７千６２６万２千円を計上しております。

４１ページをお開きください。２１款町債でございますが、地方債のところで説明させ

て頂きましたので省略をさせて頂きます。続きまして４５ページをお開きください。歳

出でございます。はじめに、全体をとおしてでございますが、職員給与費につきまして

は昨年度と同様に、２７年度末の退職予定者分については各科目から除外し、新年度採

用予定者分については一般管理費に計上しております。一般職の職員給与費につきまし

ては、一般会計全体では前年度に比べまして１千８７４万円の減額で１５億７９７万８

千円となっております。それからもう一点、邑智郡総合事務組合の情報システム課負担

金でございますが、一般会計分合計で対前年比５千１４１万円減額の８千６２２万７千

円となっております。主な減額要因は、社会保障・税番号制度に伴うシステム改修費の

減額でございます。なお、この負担金につきましては、総務費、民生費、衛生費の該当

科目に振り分けて事業費を計上しております。続きまして各款ごとの主なものを説明さ

せていただきます。はじめに１款議会費でございます。前年度に比べ６９３万７千円の

減額となっております。主なものは議員共済費の減額でございます。２款総務費でござ

います。一般管理費につきましては、前年度に比べ３千１４１万円の増額となっており

ます。主なものとしましては、職員給与費が７６万３千円の増額、次のページになりま

すけれども、減債基金管理費がバイオマス利用施設納付金を新たに積み立てることによ

り９８３万７千円の増額、ふるさと基金管理費及びふるさと基金事業費が合わせて１千

９９９万５千円の増額、などでございます。５１ページをお開きください。６企画費で

ございます。前年度に比べ５千９６７万４千円の増額となっております。増額の要因で

ございますが、５４ページの説明欄下の方をご覧ください。０３０まち・ひと・しごと

創生総合戦略事業費としまして、６千７４２万４千円を計上しております。平成２６年

度補正予算に計上し、２７年度に繰越して実施しております地方創生先行型関係事業な

どの継続実施分に加え、新たに起業創業支援拠点事業費、地区別戦略実現事業費などを

計上しております。５９ページをお開きください。１１情報政策費でございますが、前



年度に比べ９千９３０万７千円の増額となっております。携帯電話等エリア整備事業費

としまして、１億１６３万円を計上しており、ます。６１ページをお開きください。２

項の総務管理費合計では、前年度比２億８１７万５千円増額の１２億２千２６６万３千

円でございます。６５ページをお開きください。２項徴税費でございます。こちらほと

んどが経常経費でございます。新たに固定資産評価替え事務費を７８６万６千円計上し

ております。徴税費全体では、邑智郡総合事務組合負担金の減額などにより、前年度に

比べ７８９万６千円減額の１億５千５３０万１千円を計上しております。６５ページの

下４項選挙費でございますが、町長選挙費及び参議院議員選挙費などを計上しておりま

す。７１ページをお開きください。３款民生費でございます。１項社会福祉費の１社会

福祉総務費でございますが、前年度に比べ１億７７４万６千円増額の４億７千８７８万

８千円を計上しております。増額分の主なものは、国民健康保険事業特別会計繰出金が

２千５１万１千円、臨時福祉給付金給付事業費及び年金生活者等支援臨時福祉給付金給

付事業が合わせて９千６８９万３千円などでございます。一方減額分につきましては、

邑智郡総合事務組合負担金が１千９４５万５千円などでございます。７５ページをお開

きください。２社会福祉施設費につきましては、対前年度７４０万７千円の増額となっ

ております。前年度児童福祉施設費に計上しておりました、くるみ学園費をこちらに移

動したものでございます。３老人福祉費でございますが、前年度に比べ１千７０３万５

千円の増額となっております。後期高齢者医療事業特別会計繰出金の増額などによるも

のでございます。８１ページをお開きください。７介護保険事業費でございますが、対

前年比２千１１１万９千円減額となっております。邑智郡総合事務組合の負担金の減額

などによるものでございます。８３ページをお開きください。１項の社会福祉費合計で

は、前年度比１億３３２万６千円増額の１７億８千６１６万円を計上しております。８

５ページをお開きください。２項児童福祉費の２児童福祉措置費でございます。保育所

措置費単価の改正、第１子保育料軽減事業の新設などにより、対前年比５千１１３万１

千円増額となっております。２項の児童福祉費合計では、前年度比１千５８２万１千円

増額の７億８千９００万円を計上しております。８７ページをお開きください。３項生

活保護費でございます。合計では、前年度比１千６３２万２千円減の７千５０２万４千

円を計上しております。生活保護扶助費の減額などによるものでございます。４款衛生

費でございます。１項保健衛生費の１保健衛生総務費は１千１６４万１千円の減額でご

ざいます。主なものでございますが、簡易水道事業特別会計繰出金が２３９万６千円の

減額、下水道事業特別会計繰出金が３９６万８千円の減額、直営診療所事業特別会計繰

出金が６６８万２千円の減額などでございます。また、医療福祉従事者確保奨学基金の

積立金としまして前年度と同額の３千万円を計上しております。９５ページをお開きく

ださい。９病院費でございますが、前年度と比べ２６０万４千円増額の３億３千２８１

万円でございます。１項の保健衛生費合計では、前年度比９７５万円減額の１０億１千



２３９万７千円を計上しております。９７ページでございます。６款農林水産業費１項

農業費でございます。ページの方は９９ページをお開きください。３農業振興費でござ

いますが、前年度に比べ１億３千１２７万９千円減額の５億５２３万７千円を計上して

おります。主なものでございますが、１００ページ、１０２ページの説明欄となります

けれども、００３中山間地域等直接支払事業費が２千２０９万９千円の減額で２億３千

４２４万５千円、００９農地確保利用支援事業が３千６５９万４千円の減額で２千１６

３万７千円などとなっております。また、飼料イネ収穫機購入事業及び石見ライスセン

ター改修補助事業の終了に伴いまして、４千４８９万２千円が減額となっております。

１０１ページでございますが、４畜産事業費は、２千９０２万６千円の減額で、２８１

万５千円でございます。畜産クラスター事業の終了による減額でございます。５農地費

は、前年度に比べ１千２３９万１千円増額の３億８千４２０万１千円を計上しておりま

す。主なものでございますが、１０４ページの説明欄をご覧ください。００６下水道事

業特別会計繰出は、６４４万４千円減額の２億８千７１１万６千円。００７農地有効利

用支援整備事業が８８０万円増額の２千４９０万円、０２７森実別所地区換地修正業務

が、新規で６４８万円などでございます。１０５ページをお開きください。８地籍調査

事業費につきましては、前年度に比べ１千２４２万２千円増額の１億５千１２万７千円

を計上しております。職員給与費が増額となっております。１０７ページをお開きくだ

さい。１項の農業費合計では、前年度比１億３千７１４万１千円減額の１１億９千３５

８万１千円を計上しております。２項林業費でございます。２林業振興費は、前年度に

比べ１千９５２万円減額の１億５千９４９万円を計上しております。主な内訳でござい

ますが、江の川共販市場拡張事業が終了したことに伴い３千３７６万７千円が減額とな

っております。一方増額分としましては、１０８ページの説明欄でございますが、公社

造林受託事業費が１千８２９万１千円増額の２千９４７万８千円などでございます。１

０９ページをお開きください。２項の林業費合計では、前年度比１千９８７万１千円減

額の１億７千５０７万８千円を計上しております。１１１ページをお開き下さい。７款

商工費 １項商工費 ２商工業振興費でございますが、２千４２７万４千円増額の１億

８０３万５千円でございます。農林商工等連携サポートセンター事業費で、地域おこし

協力隊の増員、コミュニティビジネス支援事業費を増額計上しております。３観光費で

ございますが、前年度に比べ３億２２２万８千円減額の９千５６０万８千円を計上して

おります。いこいの村耐震補強等事業及び断魚渓改修事業が終了したことに伴う減額で

ございます。１１５ページをお開きください。８款土木費１項土木管理費でございます。

１土木総務費は、前年度に比べ４千７２７万３千円増額の８千３７１万６千円を計上し

ております。職員給与費の増額によるものでございます。１１９ページをお開きくださ

い。２項道路橋りょう費の３道路新設改良費でございますが、前年度に比べ７千７０万

円増額して、３億１千９１９万８千円を計上しております。町道１３路線の改良事業費



でございます。災害復旧事業を優先するために一時中断しておりました簾金比羅線及び

桜井鳴滝線の工事を再開するほか、坪木西ノ原線災害防除事業、大町原猪子山線の舗装

工事などを新規に実施することとしております。１２３ページをお開きください。４項

住宅費でございますが、１住宅管理費では、既設公営住宅ストック改善事業として新た

に矢上団地、坂谷団地、高原住宅の改修事業に取り組むこととしており、前年度に比べ

３千９３８万４千円の増額で１億２４３万８千円を計上しております。５住宅建設費は、

布施住宅の建設費が減額となっており、前年度に比べ４千５６４万５千円減額の５千２

１７万３千円を計上しております。１２７ページでございます。９款消防費でございま

す。１常備消防費につきましては、対前年度９３３万６千円増額の３億３千４３４万９

千円となっております。３消防設備費でございますが、前年度に比べ２千２５６万円の

増額となっております。消防積載車の整備費を計上しております。１２９ページから１

０款教育費でございます。ページの方は１３３ページをお開きください。３スクールバ

ス運営費でございますが、１千３４４万１千円の減額でございます。車両更新につきま

しては、市木線の車両購入費用を計上しております。４教員住宅管理費でございますが、

口羽地区への教員住宅の建設を計画しており、２千６２２万８千円増額の３千６６１万

８千円を計上しております。１３５ページをお開きください。学校給食費でございます

が、１千２１万９千円減額の１億４千１９９万７千円を計上しております。西給食セン

ターの設備改修事業が終了したことに伴う減額分が、２千５０５万６千円ございますが、

給食運搬車両の更新費等で１千２８２万２千円が増額となっております。２項小学校費

でございます。１３９ページをお開きください。小学校費合計では、２千９７３万１千

円減額の１億５千１３４万６千円を計上しております。学校建設費で、石見東小学校改

修工事、瑞穂小学校改修工事などの減額によるものでございます。２８年度は阿須那小

学校の屋上改修を計画しております。３項中学校費でございます。１４１ページをお開

きください。中学校費合計では、２千８４１万６千円増額の９千４５８万６千円を計上

しております。増額分につきましては、学校管理費の備品購入費及び教科書改訂教材整

備事業が５８０万円、学校建設費で、瑞穂中学校体育館屋根改修工事費が６２３万円、

石見中学校の体育館改修事業が１千４４０万円などでございます。１４３ページをお開

きください。４項社会教育費でございます。１社会教育総務費及び２公民館費の増額分

は、主に職員給与費に係るものでございます。ページの方１４７ページでございます。

５文化財保護費でございますが、１千１５０万４千円増額の４千８６６万９千円を計上

しております。主なものとしましては、旧山崎家住宅の改修調査設計費６３４万７千円、

久喜製錬所跡煙道保存処理事業費１千６２０万円などでございます。１４９ページでご

ざいます。社会教育費合計では、２千６９１万２千円増額の３億７千７１４万８千円を

計上しております。１５１ページをお開きください。１２款公債費でございますが、元

金利子合わせまして、前年比９千８０２万８千円減額の１８億１千９９３万６千円でご



ざいます。１５３ページでございます、予備費につきましては前年同様３千万を計上し

ております。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるもので

ございます。よろしくお願いいたします。 

●種町民課長（種文昭） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 種町民課長。 

●種町民課長（種文昭） 議案第６０号、平成２８年度邑南町国民健康保険事業特別会計予

算についてご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の

総額は、歳入歳出それぞれ１５億９千９百万円と定めるものでございます。詳細につき

ましては、予算に関する説明書の事項別明細書５ページをお開きください。まず、歳入

でございます。１款の国民健康保険税でございますが、税率は平成２７年度から据え置

きとしております。一般被保険者国民健康保険税につきましては、２億１千５１２万３

千円、対前年で７２９万５千円の減額としております。退職被保険者等国民健康保険税

につきましては、被保険者数の減少傾向を反映して、１千９１０万１千円、対前年で４

５７万１千円の減額としております。次に、７ページをお開きください。４款の国庫支

出金関係でございます。療養給付費負担金につきましては、医療費推計に対する３２％

の国庫負担金で、１億８千８１５万５千円としております。次に、国庫補助金の財政調

整交付金でございますが、医療費推計と国保連合会の試算により、８千５３４万６千円

としております。次に、９ページをお開きください。５款の県支出金でございます。県

補助金の財政調整交付金は、国の財政支援の拡充に伴うものが減額されますので、５千

５０７万３千円としております。次に、６款の共同事業交付金でございます。平成２７

年度から事業対象が全ての医療費に拡大されており、３億６５７万３千円としておりま

す。次に、１１ページをお開きください。８款の療養給付費交付金でございます。退職

被保険者の医療費の減少により７千９２６万６千円としております。次に、９款の繰入

金でございます。基金繰入金につきましては、５８５万２千円としております。次に、

一般会計繰入金でございますが、国の財政支援の拡充分を見込んで、１億４千６４０万

２千円としております。次に、１３ページをお開きください。１２款の前期高齢者交付

金でございますが、国保連合会の推計により、４億６千７４８万８千円としております。

次に、１５ページをお開きください。歳出でございます。まず、１款の一般管理費でご

ざいますが、職員給与費の増により、総額を４千８２５万２千円としております。次に、

１７ページをお開きください。２款の保険給付費でございますが、いずれも医療費推計

を基に計上いたしております。一般被保険者療養給付費につきましては、７億８千９９

２万３千円、退職被保険者等療養給付費につきましては、６千１０４万２千円としてお

ります。高額療養費でございますが、一般被保険者高額療養費につきましては、１億８

２１万５千円、１９ページですが、退職被保険者等高額療養費につきましては、８０１

万５千円としております。次に、助産諸費の出産育児一時金でございますが、１０人分



として４２０万円計上しております。葬祭費でございますが、２５人分として７５万円

計上しております。次に、２１ページをお開きください。４款の介護納付金でございま

すが、平成２６年度分の精算額を差し引いて、４千１３３万４千円としております。５

款の保健事業費でございますが、保健普及費につきましては、保健普及事務費、国保ヘ

ルスアップ事業合わせて、７３４万６千円としております。次に、２３ページをお開き

ください。特定健康診査等事業費につきましては、１千３２７万円としております。次

に、２５ページをお開きください。６款の共同事業拠出金でございますが、共同事業医

療費拠出金につきましては、２千５０３万５千円、保険財政共同安定化事業拠出金につ

きましては、３億１千２９７万８千円としております。次に、２７ページをお開きくだ

さい。９款、諸支出金の直営診療所事業特別会計繰出金でございますが、特別調整交付

金に算入されます、直営診療所運営費として８８６万７千円計上しております。１０款

の後期高齢者支援金等につきましては、国保連合会の試算により、事務費拠出金と合わ

せまして１億５千１５４万４千円としております。以上、平成２８年度邑南町国民健康

保険事業特別会計予算でございます。続きまして、議案第６１号、平成２８年度邑南町

国民健康保険直営診療所事業特別会計予算について、ご説明申し上げます。予算書の１

ページをお開きください。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５千７百万円と定

めるものでございます。詳細につきましては、予算に関する説明書の事項別明細書４ペ

ージをお開きください。まず、歳入でございます。１款の診療収入につきましては、平

成２６年度の実績を基に見積り、全体で１千９８９万円としております。３款の一般会

計繰入金でございますが、井原診療所の借地料、各診療所の運営費補てんとして、２千

７４２万２千円としております。次に、６ページをお開きください。事業会計繰入金で

ございますが、国保の特別調整交付金算入分で、８８６万７千円計上しております。次

に、８ページをお開きください。歳出でございます。まず、１款の総務費でございます。

阿須那診療所管理費につきましては、前年度の診療機器の更新分が減額となり、３千４

６０万２千円としております。井原診療所管理費につきましては、５５０万円計上して

おります。次に、１０ページをお開きください。日貫診療所管理費につきましては、３

８６万２千円計上しております。次に、２款の医業費でございます。阿須那診療所医業

費につきましては、実績に基づいて減額し、１千３３万２千円としております。井原診

療所医業費につきましても、実績に基づいて減額し、１８５万１千円としております。

次に、１２ページをお開きください。日貫診療所医業費につきましても、実績に基づい

て減額し、６６万３千円としております。以上、平成２８年度邑南町国民健康保険直営

診療所事業特別会計予算でございます。続きまして、議案第６２号、平成２８年度邑南

町後期高齢者医療事業特別会計予算について、ご説明申し上げます。予算書の１ページ

をお開きください。歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３億６千９百万円と定め

るものでございます。詳細につきましては、予算に関する説明書の事項別明細書４ペー



ジをお開きください。まず、歳入でございます。１款の後期高齢者医療保険料でござい

ますが、後期高齢者医療広域連合が実績に基づき算出したもので、合計で１億２２万円

としております。次に、３款の保健事業委託金でございますが、広域連合からの健康診

査、歯科検診の委託料で１９７万４千円としております。次に、４款の繰入金でござい

ますが、一般会計繰入金につきまして、合計で２億６千６７５万２千円としております。

次に、８ページをお開きください。歳出でございます。２款の後期高齢者医療広域連合

納付金でございますが、保険料等負担金につきましては、１億６千９０９万７千円、療

養給付費負担金は１億９千４８４万７千円としております。次に、１０ページをお開き

ください。３款の保健事業費でございますが、広域連合からの健康診査受託事業として

２０８万６千円計上しております。以上、平成２８年度邑南町後期高齢者医療事業特別

会計予算でございます。以上の３議案につきまして、地方自治法第９６条第１項の規定

により議会の議決を求めるものでございます。よろしくお願いいたします。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 朝田水道課長。 

●朝田水道課長（朝田誠司） 議案第６３号、平成２８年度邑南町簡易水道事業特別会計予

算につきまして、ご説明申し上げます。予算書の１ページを、お開きください。第１条

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６億４千９００万円と定めるものでございま

す。歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算による

ものでございます。第２条地方債につきましては、第２表地方債で説明いたします。第

３条 一時借入金の借り入れの最高額は、１億５千万円と定めるものでございます。第

４条 歳出予算の流用につきましては、人件費に関する規定でございます。４ページを

お開きください。第２表地方債の簡易水道建設事業債の限度額を１億５千６５０万円と

するものでございます。事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございます

が、対前年度比で大幅な増減があるものにつきましてご説明申し上げます。２款１項水

道使用料につきましては、近年の水道使用量の減少を勘案して対前年度３２２万円減の

２億２３８万４千円を計上しております。３款１項国庫補助金は、矢上簡易水道基幹改

良事業に、３千９５１万６千円を計上しております。６ページをお開きください。５款

２項他会計繰入金は対前年度２３９万６千円減の２億４千９３０万３千円を計上してお

ります。８款１項町債は、１億５千６５０万円を計上するものです。８ページをお開き

ください。歳出でございますが、一般管理費は、１億７千８１３万１千円を計上してお

ります。このうち、公営企業会計法適用事業では上水道への変更認可申請、基本計画策

定業務等の費用に４千７１７万３千円を計上し、財源には地方債３千８５０万円を充て

ております。１０ページをお開きください。２款１項 簡易水道事業費は、矢上簡易水

道基幹改良事業、瑞穂西簡易水道改良事業、水道管路舗装復旧事業に１億５千７７４万

円を計上し、財源として国庫補助金３千９５１万６千円、地方債１億１千８００万円を



充てております。３款１項 基金積立金は、平成２７年度で５年の基金積立期間を終え、

平成２８年度は基金利子２万１千円の計上でございます。４款１項公債費は、元金・利

子合計で３億１千２５７万１千円を計上しております。以上でございます。続きまして、

議案第６４号、平成２８年度邑南町下水道事業特別会計予算につきまして、ご説明申し

上げます。予算書の１ページを、お開きください。第１条歳入歳出予算の総額は、歳入

歳出それぞれ８億４千４００万円と定めるものでございます。歳入歳出予算の款項の区

分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算によるものでございます。第２条債

務負担行為につきましては、第２表債務負担行為で説明いたします。第３条地方債につ

きましては、第３表地方債で説明いたします。第４条一時借入金の借り入れの最高額は、

１億円と定めるものでございます。第５条歳出予算の流用につきましては、人件費に関

する規定でございます。４ページをお開きください。第２表債務負担行為は、下水道等

排水設備工事普及促進助成金に平成２９年度から平成３１年度の３年間、３．５％以内

の利子補給をするものでございます。５ページをご覧ください。第３表地方債でござい

ますが、生活排水処理事業債のほか４起債の限度額を１億３千２１０万円とするもので

ございます。事項別明細書の４ページをお開きください。歳入でございますが、対前年

度比で大幅な増減があるものについて説明いたします。１款１項分担金でございますが、

浄化槽整備１４基を予定し、衛生費分担金を２８０万１千円とし、農林水産業費分担金、

土木費分担金の合計で４４０万１千円を計上しております。２款１項使用料につきまし

ては、生活排水処理、農業集落排水、下水道使用料を合計して１億６千５３２万２千円

を計上しております。６ページをお開きください。３款１項国庫補助金につきましては、

浄化槽設置事業の補助金４３６万６千円及び、後ほど説明いたします下水道ストックマ

ネジメント事業の補助金３００万円を計上しております。６款２項他会計繰入金につき

ましては、対前年度２千３００万１千円減の５億３千４６８万２千円を計上しておりま

す。８ページをお開きください。９款１項町債につきましては、１億３千２１０万円を

計上するものでございます。１０ページをお開きください。歳出でございますが、生活

排水処理事業一般管理費は、６千８３５万５千円、事業費は、浄化槽市町村整備推進事

業費２千３０１万９千円を計上し、財源は国庫補助金４３６万６千円、地方債１千３９

０万円、一般財源４７５万３千円でございます。農業集落排水事業一般管理費は、対前

年度１千８８万円減の９千３７３万３千円を計上しております。１２ページをお開きく

ださい。下水道事業一般管理費につきましては、９千７２２万４千円を計上しておりま

す。１４ページをお開きください。説明欄一番上ございます下水道ビジョン策定事業費

でございますが、下水道の基本的な施策の今後の方向性を明らかにするため、現状分析

と基本方針をとりまとめるもので、委託料として２７０万円を計上しております。下水

道整備費でございますが、下水道ストックマネジメント事業として、石見浄化センター

の処理水自動給水装置の改修工事費、６４８万円を計上しております。これは、平成２



７年度に下水道長寿命化計画を策定し、平成２８年度以降で計画的な設備の改築を進め

ていくこととしており、この計画に計上した設備の改築は国庫補助の対象となるため、

財源として国庫補助金３００万円、起債３４０万円を充当しております。下水道基金積

立金は、平成２７年度で３年の基金積立期間を終え、平成２８年度は基金利子２万６千

円の計上でございます。公債費は、元金に４億３千８４１万２千円を計上しております。

１６ページをお開きください。公債費の利子でございますが、１億１千６０７万８千円

を計上し、公債費は、元金・利子合計で、５億５千４４９万円の計上でございます。以

上、地方自治法第９６条第１項の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

よろしくお願いいたします。 

●服部総務課長（服部導士） 議長、番外。 

●議長（辰田直久） 服部総務課長。 

●服部総務課長 議案第６５号、平成２８年度邑南町電気通信事業特別会計予算につい

て、ご説明申し上げます。予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算の総額は、

歳入歳出それぞれ４億４千４００万円と定めるものでございます。詳細につきまして申

し上げますので事項別明細書の４ページをお開きください。平成２８年度の予算につき

ましては、業務委託しておりますおおなんケーブルテレビが平成２６年度初めての決算

を行っておりますので、それを参考に積算をさせていただいておりますことが大きな変

更点でございます。まず、歳入からご説明いたします。１款の分担金及び負担金の情報

通信施設負担金でございますが、新規加入者を２５件、引込工事を３５件とし２６８万

５千円としております。次に、２款の使用料及び手数料の情報通信施設使用料でござい

ますが、各ケーブルテレビ利用料につきまして２億２千７９１万８千円としております。

次に、６ページをお開きください、６款の繰入金につきましては、電気通信事業基金繰

入金が２千４７１万７千円、一般会計繰入金が１億８千３９５万６千円でございます。

次に、１０ページをお開きいただき歳出でございます。まず、１款の総務費の一般管理

費でございますが、右の説明覧をご覧ください。００１の一般管理費は、１千８０２万

１千円としております。この中には人件費等のほか、２７節の公課費として消費税を９

８６万円計上しております。００２の施設維持費は、４千３３０万円としております。

ここにはＴＡ、ＯＮＵといった機器の購入と修繕、電柱共架料、機器の保守委託料のほ

か、１５節の工事請負費として支障移転工事費１千１００万円を計上しております。０

０６のサービス業務費は、ＣＳの使用料、ＩＰ回線使用料、帯域制御機器のリース料に

ついて６千５２１万１千円としております。また、０１７のおおなんケーブルテレビ業

務委託料につきましては、平成２７年度現計予算と比べ、新たに消費税の予定納税が加

わったものの３６０万円少ない５千７７８万円となっております。次に、１２ページを

お開きいただき、４款公債費でございます。元金が１億７千３２６万３千円、利子が１

千１２２万１千円、計１億８千４４８万４千円で昨年度よりも１７７万２千円の増額で



ございます。以上、地方自治法第９６条第１項の規定により議会の議決を求めるもので

ございます。 

●議長（辰田直久） 以上で、提出者からの提案理由の説明は終了いたしました。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

日程第９ 陳情文書表 

●議長（辰田直久） 日程第９、陳情文書表を議題といたします。本定例会までに受理した

陳情は、お手元に配布しております陳情文書表のとおりでございます。なお陳情第１号

につきましては、産業建設常任委員会に、付託いたしましたのでご報告申しあげます。 

～～～～～～～～○～～～～～～～～ 

散会宣告 

●議長（辰田直久） 以上で、本日の日程はすべて議了いたしました。本日はこれにて散会

といたします。大変ご苦労さまでございました。 

 

 

―― 午後３時５６分 散会 ―― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



会議の経過を記載して、その相違ないことを証するためここに署名する。 
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